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福 井 市 

 

～「“ずっと”楽しい！“やっぱり”安心！“もっと”元気！」を実感できる福井市に向けて～ 



福井市政の推進につきましては、日ごろから格別のご指導とご高配

を賜り、厚くお礼申し上げます。 

北陸新幹線金沢・敦賀間の開業から２年が経過し、福井の魅力の磨

き上げと情報発信に取り組んできたことで、まちに新たなにぎわいと

交流が生まれています。 

今後は、こうした効果を持続化し、さらなる拡大を図るべく、まち

なかのリニューアルや、年間を通じて楽しむことのできるイベントの

充実などさらなるにぎわい創出に向けた取組を加速させていきます。

同時に、中部縦貫自動車道の県内区間全線開通や北陸新幹線小浜・京

都ルートによる全線開業など、次のステージに向けたプロモーション

をこれまで以上に強力に展開する必要があります。 

さらに、人口減少対策や子育て環境の充実、物価高騰への対策、農

林水産業の振興や防災・減災の強化などの重要な施策についても、引

き続きスピード感を持ち、かつ着実に進め、市民一人ひとりが「ふく

いは“ずっと”楽しい！ふくいは“やっぱり”安心！ふくいは“もっ

と”元気！」を実感できるまちを目指してまいります。 

令和９年度からスタートする第九次福井市総合計画で掲げる将来都

市像「彩り豊かな思いかがやく、未来ひらくまち。ふくい ～さあ、楽

しもう！チャレンジする毎日を！～」を実現させるため、令和９年度

の予算編成及び政策決定などにあたり、本重要要望書に掲げた事項に

ついて、特段のご配慮をいただきますよう、よろしくお願い申し上げ

ます。 

  
令和８年 ７月 

福井市長  
 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜目次表示の説明＞ 

 

 令和９年度要望からの新規事項については   、 

「本市の施策を推進する上で、国や県と連携することで、新

たな成果等が期待できる施策」について提案を行うものにつ

いては、   と表示しています。 提案 

新 



特 別 重 要 要 望  
 
 
 
 
 

  物価高騰対策に関すること 

○国    物価高騰に係る経済対策について P1 
 

 

  北陸新幹線に関すること 

○県○国  北陸新幹線の整備促進について  P2 

 

  まちづくりに関すること 

○国   新「福井アリーナ（仮称）」の整備支援について P3 

○県○国 新 提案 アリーナ建設に伴う周辺環境の県市一体的な取組について P4 

 

  公共交通に関すること 

○県○国  ハピラインふくい新駅及び駅前広場への支援について P5 

○県○国 新自動運転社会実装に向けた支援について  P6 

 

 

  人材還流に関すること 

○国○県   地方への人材還流のための施策推進について P7 

 

  地方財政に関すること 

○国○県  地方財政の充実強化について P8 

 

 

  林業に関すること 

○県○国  Ｂ材加工工場の誘致による木材加工体制の強化について P9 

 

 

  道路に関すること 

○県○国  一般国道８号のサービス水準改善について P10 

○県○国  福井外環状道路の計画の具体化について P11 

○県○国  福井南スマートＩＣ（仮称）の早期整備について          P12 

○県○国  都市計画道路 川西国道線の県道認定について P13 

 

  河川、砂防、海岸、港湾に関すること 

○県○国  河川改修事業（都市基盤河川改修事業）馬渡川について P14 

○県○国  河川改修事業（広域河川改修事業）江端川の推進について P15 
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  中心市街地のまちづくりに関すること 

○県○国  県都のまちづくりに関する取組の推進について P16 

○県○国 新 提案 学生“どまんなか”プロジェクトの推進について P17 
 

  公共交通・交通安全に関すること 

○国○国  ＪＲ越美北線の維持・活性化に向けた支援について P18 

○県○国  高齢者を交通事故から守る社会づくりについて    P19 

○県○国  地方バス路線の維持・強化への支援について    P20 

○県○国  地域鉄道の安全性確保、安定経営に向けた支援について    P21 

○県○国  自転車利用者に安全で優しい環境づくりについて    P22 

○県○国 新まちなかにおける近距離移動の利便性向上について          P23 

 

 

   自治体ＤＸに関すること    

○国○国  自治体情報システムの標準化に係る財政措置について P24 
 

防災・減災に関すること 

○県○国  避難所体育館空調設備整備に対する支援について    P25 

○県    地震被害予測の見直しについて    P26 

○県○国 新避難所運営体制の拡充について           P27 
 

原子力災害に関すること 

○県○国  原子力災害に対応した具体的な対策や財政支援について    P28 

○県○国  原子力事業者との安全協定の在り方について    P28 
 

環境に関すること  

○県○国  ごみ処理施設に対する支援について    P29 

○県○国  海岸漂着物の迅速な処理について                  P30 
 

 

地域福祉に関すること 

○国     重層的支援体制整備事業の拡充について               P31 
 

子育て福祉に関すること 

○県○国  障がい児等の受入れ体制の強化に対する支援について   P32 

○国     就学前教育・保育施設整備について   P33 
  

  介護・長寿福祉に関すること 

○県○国  社会を支える介護人材の確保について P34 

○県○国 新高齢者の補聴器購入にかかる支援について P35 
 

  保健・衛生に関すること 

○国    保健所の人材確保について P36 

○県○国  国民健康保険財政への支援について P37 
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  観光振興に関すること 

○県    提案中部縦貫自動車道県内全線開通を見据えた観光誘客の推進について    P38 

○県      提案大河ドラマの放送を契機としたプロモーションの強化について P39 
 

 

  農業、林業、水産業に関すること 

○県○国  スマート技術導入の普及支援について P40 

○県○国  新規就業者への支援について P41 

○県○国  漁港施設の老朽化対策への支援強化について P42 
 

 有害鳥獣に関すること 

○県○国  有害鳥獣の処理等を行う施設の整備における交付対象要件の拡充について P43 

○県   新侵入防止柵の更新における補助制度の創設について P44 
 

 農村基盤に関すること 

○県○国   農業集落排水の安定的な運用について P45 

○県○国 新林業集落排水の制度創設について P46 

○県○国 新農業の競争力強化対策の推進について  

水利施設等保全高度化事業（県営）足羽酒生地区 P47 

○県○国 新農村地域の防災減災対策の推進について 

農村地域防災減災事業（県営）福井東部（橋梁）地区 P48 

○県○国 新農村地域の防災減災対策の推進について 

農業水路等長寿命化・防災減災事業（団体営） 

山内谷１０地区、田尻栃谷３地区、小谷地区 P49 
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 特別重要要望 
 



 

 

 

  物価高騰対策に関すること 

 

【内閣府／財務省】 

○国 物価高騰に係る経済対策について 

 

 

（現状） 

物価高騰の影響は、長期間にわたって継続しており、すべての産業において、様々

な業種の経営に大きな影響を及ぼしています。特に速やかな価格転嫁ができない中小

事業者への影響は深刻です。 

本市ではこれまで、電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金や物価高騰

対応重点支援地方創生臨時交付金を活用して、バスや地域鉄道等の地域公共交通事業

者の経営安定のための支援事業や、各種福祉施設のエネルギー価格及び食料品等価格

高騰への支援など、物価高騰の影響を受ける事業者等の支援に取り組んできました。 

 

（課題） 

地域経済を下支えするため、自治体が柔軟にきめ細かな対策を講じられるよう、物

価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金の継続が必要です。 

 
【参考】 

各年度の物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金等 

年度 交付金 実績額（千円） 備考 

R4 
電力・ガス・食料品等価格高騰重点支

援地方交付金（推奨事業メニュー分） 
４９１，５７８  

R4 
コロナ禍における原油価格・物価高騰

対応分 
５１３，９７３  

R5 
電力・ガス・食料品等価格高騰重点支

援地方交付金（推奨事業メニュー分） 
６５１，２０６  

R5 
物価高騰対応重点支援地方創生臨時

交付金（推奨事業メニュー分） 
４７９，３９２ 

R6 年度への繰

越分を含む。 

R6 
物価高騰対応重点支援地方創生臨時

交付金（推奨事業メニュー分） 
５５９，１７６ 

R7 年度への繰

越分を含む。 

R７ 
物価高騰対応重点支援地方創生臨時

交付金（推奨事業メニュー分） 
2,461,212 

R8 年度への繰

越分を含む。 
   

＜財政部財政課＞ 

（要望） 

物価高騰の影響を受けている市民や中小事業者等に対して、切れ目のない、継続し

た経済対策を講じること。 

物価高騰対策 

-1-



 

  北陸新幹線に関すること 
 
［未来創造部新幹線・交通まちづくり局新幹線建設推進課］ 

【国土交通省／総務省／財務省／独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構】  

○県○国 北陸新幹線の整備促進について 

 
（現状） 
北陸新幹線（敦賀・新大阪間）を小浜・京都ルートで整備することは、南海トラフ地震をはじ

めとする災害時等に現行の太平洋側中心の高速交通網の代替補完機能を有し、国土の強靭化に

寄与します。 

また、金沢・敦賀間開業に見られるように、地方への経済波及効果が大きく、投資効果に優れ、

地方創生の推進や日本経済の再生に大きく貢献することから、本市の発展にとって必要不可欠

です。 

現在、敦賀・新大阪間については、与党整備委員会において、現行の小浜・京都ルートを含め

た８ルート案による再検証に向けた手続きが進められていますが、小浜・京都ルートは、政府与

党による十分な議論が尽くされたうえで、平成２９年に正式なルートとして決定されたもので

あり、この経緯を重く受け止めて、延伸ルートの議論を進めて行く必要があります。 

あわせて、京都府等沿線自治体や地元関係者からの延伸同意に向け、万全の対策を講じるとと

もに、安定的な財源の確保や費用対効果のあり方など、着工５条件の解決について早急な検討を

進めることが求められています。 

また、全線開業までの間、関西方面への移動には敦賀駅で乗り継ぎが必要ですが、乗り継ぎに

よる運賃増や、特急との接続待ちなどによる新幹線の遅延など問題が発生しており、早期の全線

開業を求める声が大きくなっています。 

（課題） 
敦賀・新大阪間を平成２９年に正式決定された小浜・京都ルートで整備することは、南海トラ

フ地震をはじめとする災害時における代替補完機能を有し、国土強靭化に寄与することから、沿

線自治体や地元関係者などの理解を促進して、ルートの決定、環境アセスメントを着実に進める

とともに、着工５条件の解決を図り、一日も早く大阪までの全線開業を実現する必要があります。 

【参考】敦賀・新大阪間に係るこれまでの経緯 
・令和元年 ５月３１日 鉄道・運輸機構が敦賀・新大阪間の概略ルートを公表 
・令和２年１２月１６日 金沢・敦賀間の開業１年遅延を受け、与党整備新幹線建設促進ＰＴの「敦賀・新大阪間 

の令和５年度当初着工」決議に対し、国土交通大臣が「重く受け止め、早期の着工５条 
件解決を図る」と回答 

・令和４年 ５月２０日 第８回与党ＰＴ敦賀・新大阪間整備委員会 
全沿線地域で環境影響評価の現地調査に着手したことが報告された。 

・令和４年１２月１４日 第１１回与党ＰＴ敦賀・新大阪間整備委員会 
環境影響評価の遅れにより敦賀・新大阪間の令和５年当初の着工を断念することが報告 
され、完成時期が遅れないよう、着工後の予定であった調査等を令和５年度に前倒しで 
行うこととなった（事業推進調査 12.35 億円）。 

・令和５年１２月１５日 第１６回与党ＰＴ敦賀・新大阪間整備委員会 
令和６年度予算に敦賀・新大阪間の建設費を盛り込まず、引き続き北陸新幹線事業推進 
調査（14.35 億円）を実施することが報告された。 

・令和６年１２月２３日 第４１回与党ＰＴ 
敦賀・新大阪間整備委員会が 12 月 20 日に決定したルート３案を南北案と桂川案の２案 
に絞り込む中間報告をＰＴに報告した。 

・令和６年１２月２７日 令和７年度予算政府案閣議決定（北陸新幹線事業推進調査 14.5 億円計上） 
・令和７年１２月２６日 令和８年度予算政府案閣議決定（北陸新幹線事業推進調査 14.5 億円計上） 

＜都市政策部地域交通課＞ 

（要望） 

敦賀・新大阪間のルートについては、十分な議論を尽くして小浜・京都ルートが決

定されていることから、決定経緯を踏まえた議論を進め、一日も早い着工５条件の解

決と認可・着工を行い早期全線開業を実現すること。 

都市機能 
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  まちづくりに関すること 

 

 

【内閣府】 

○国 「福井アリーナ（仮称）」の整備支援について 

 

 

（現状） 

令和６年３月の北陸新幹線福井・敦賀開業によりアクセスが格段に向上した東京圏

をはじめ、生活文化面でつながりの深い中京や関西から新たな人を福井に呼び込み、

地域の特性を活かした「強い経済」の構築と、若者や女性にも選ばれる地方の創出が

重要です。 

このような中、プロスポーツやコンサート、ＭＩＣＥなど多様なイベントにより県

内外から人の流れを生み出し、新たなにぎわいの拠点となる「福井アリーナ（仮称）」

の整備に向け、市、県、経済界が一体となって取り組んでいます。 

 

（課題）  

官民連携による雇用拡大や地域経済の好循環を促し、地方創生につながる全国のモ

デルケースになる、アリーナの整備を確実に実現させるには、地域未来交付金（拠点

整備事業）による継続した支援が必要です。 

 

 

【参考】 

 「福井アリーナ（仮称）」のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜総務部アリーナ整備促進課＞ 

 

（要望）  

官民連携による雇用拡大や地域経済の好循環を促し、地方創生のモデルケースとな

る「福井アリーナ（仮称）」の整備に対する支援を継続すること。 

新 
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［土木部都市計画課、河川課］ 

【国土交通省】 

○県○国 アリーナ建設に伴う周辺環境の県市一体的な取組について 

 
（現状） 

令和４年１０月に策定された「県都グランドデザイン」に基づき、現在、福井商工

会議所では、まちなかにおける文化・芸術やスポーツを楽しむ拠点として「福井アリ

ーナ（仮称）」の建設を進めています。 

福井県及び福井市は、アリーナ建設に係る財政支援のほか、一年を通してスポーツ

観戦や運動など、様々なイベントを楽しめる魅力あふれる空間となるよう、隣接する

公園・緑地や周辺道路、一級河川荒川の河川敷の再整備が求められています。 
 
（課題） 

本市においては、福井駅からアリーナへと来場者を誘導する道路について、消雪設

備や照明設備の整備、歩道の新設等を計画的に進めるとともに、東公園・緑地の整備

を含め、アリーナ建設工事と間断なく着実に進めていく必要があることから、的確な

時機における確実な財源の確保が不可欠です。 

また、一級河川荒川の河川敷では、アリーナ興行に合わせ、多くの来訪者が予想され

ることから、公園・緑地等との一体的な整備による、にぎわいの創出が期待されます。 

 

【参考】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜総務部アリーナ整備促進課、都市政策部都市整備課、建設部公園課＞ 

（要望）  

「県都グランドデザイン」に基づき民間で建設が進められている「福井アリーナ（仮

称）」の令和１０年度開業に向けて、周辺環境の整備や隣接する東公園・緑地等の魅

力向上のため確実な財政支援を行うこと。 

アリーナの周辺環境が魅力的な空間となるよう、県市で連携し再整備を進めるこ

と。 

新 提案 

アリーナ周辺の整備イメージ 

荒川河川敷の整備イメージ 

周辺道路の整備箇所 
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  公共交通に関すること 

 

［未来創造部新幹線・交通まちづくり局地域鉄道課］ 

【国土交通省】 

○県○国 ハピラインふくい新駅及び駅前広場への支援について 

 

 

（現状） 

株式会社ハピラインふくいは、全国の並行在来線会社の多くが赤字経営であるのと

同様、燃料や資材価格の高騰により、厳しい経営状況にあります。 

このような中、「福井県並行在来線経営計画」において、利用者数の増加及び収支改

善のための利用促進策として、新駅の設置が位置付けられており、本市では、ハピラ

インふくいに対し、福井・森田駅間での新駅設置を提言し、県やハピラインふくいと

連携して駅前広場等の整備を進めていくこととしています。 

ハピラインふくいの新駅を活用したまちづくりを円滑に進めることは、利用者の増

加に効果的であり、投資効果も高いものと期待できます。 

 

（課題） 

並行在来線ハピラインふくいは、地域住民の移動手段として重要な役割を果たすと

ともに、貨物鉄道の広域ネットワークを支える重要な社会基盤となっていますが、長

大な北陸トンネルや特別豪雪地帯を有するなど、他の並行在来線に比べ多額の経費を

要し、厳しい経営状況が想定されています。 

そのため、利用促進策として新駅の設置は効果的であり、県や沿線市町とハピライ

ンふくいが連携しながら、新駅整備に併せて行われる駅を中心とした地域づくり、ま

ちづくりに取り組んでいく必要があります。 

県においては、「駅まち魅力づくり支援制度」を拡充し、新駅の整備や既存駅の改修

など利便性向上に要する費用に対して、国庫補助対象外の事業等へ支援するなど、市

町の財政負担軽減への更なる対応が必要です。 

 

 

 ＜都市政策部地域交通課＞ 

（要望） 

ハピラインふくいの新駅及び駅前広場の整備については、都市基盤ストックである

鉄道を活用し、移動利便性の高い交通環境の構築と日常的なサービス機能の維持を目

的としていることから、都市・地域交通戦略推進事業など必要な予算措置を講じるこ

と。 

県においては、市町の新駅及び駅前広場等の整備などの利用促進策に対する補助制

度を拡充すること。 
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［未来創造部新幹線・交通まちづくり局交通まちづくり課] 

【国土交通省】 

○県○国 自動運転社会実装に向けた支援について 

 

（現状） 

福井市は、令和６年３月の北陸新幹線福井開業以降、人や物の流れが増大し、これ

までにない賑わいを見せ、観光客の二次交通をはじめ、地域の移動を支える公共交通

の役割は、これまで以上に重要性が高まっています。 

 

（課題） 

人口減少・少子高齢化の進展や急激な物価高騰に加え、運転士不足の深刻化により、

路線バスの大幅な減便や廃線が生じるなど、地域公共交通を取り巻く環境は、一層厳

しさを増しています。 

一方で、令和１０年秋には福井駅周辺において、「福井アリーナ（仮称）」の開業が

予定されており、大規模イベント開催時における円滑かつ安全な来街者輸送の確保が、

新たな都市交通の課題となっています。 

こうした課題を踏まえ、本市では、都市交通の目標として掲げる「地域をつなぐ『全

域交通ネットワーク』づくり」の実現に向け、将来においても持続可能な地域公共交

通の確保を見据え、本市が取り組む自動運転導入への取組に対し、継続的な技術的及

び財政的支援を要望します。 

 

 

＜都市政策部地域交通課＞ 

（要望） 

人口減少・少子高齢化が進行する地方都市において、持続可能な地域公共交通の確

保に資する自動運転の導入を推進するため、本市が取り組む事業について実証段階か

ら本格運行・社会実装への円滑な移行を可能とする、複数年度を見据えた継続的かつ

安定的な財政支援を行うこと。 

新 
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  人材還流に関すること 
 

【内閣府】 

○国 地方への人材還流のための施策推進について 

 
 
（現状） 

東京圏への転入超過数はコロナ禍で一時減少したものの、令和７年は約１２万４千
人の超過となっており、依然として東京一極集中に歯止めがかかっていません。 

このような中、国は、人口・生産年齢人口が減少するという事態を正面から受け止
めたうえで、人口規模が縮小しても経済成長し、社会を機能させるべく、「地方創生に
関する総合戦略」を閣議決定し、地方の潜在力を最大限引き出す方針を示しています。
この総合戦略では、若者や女性にも「選ばれる地方」の実現を重要な柱に据え、産官
学の地方移転、関係人口の創出、地域経済の高付加価値化などを通じて、都市と地方
の間で人材が循環する仕組みを構築し、地方への移住や定住を促進しながら、人口の
東京圏への過度な集中を是正することを目指しています。 

本市でも、東京圏を中心に全国から人材が循環し多様な関わりを深め定着してもら
うため、若者や女性をはじめとする誰もが働きやすい魅力ある職場づくりなどの環境
整備を進めながら、移住にかかる経済的負担の軽減や就職のサポート、住まいの支援、
子育て支援など、「選ばれる地方」を目指して様々な施策を展開しています。 

さらに、北陸新幹線金沢・敦賀間開業の効果を持続・発展させるとともに、福井を
訪れた多くの都市部の人材を地域に引き込み、本市との関わりを深化させる取組を継
続して進めています。 

このような、都市と地方との間における人材の循環を通じて、その先に地元への定
着という「人材還流」生み出すためには、積極的な施策の強化と継続的な取組が必要
です。 

 
（課題）  

地方の取組だけでは持続的な人材還流につなげることは容易ではなく、地方への人
材還流をさらに後押しするため、国が先頭に立って移住支援制度の充実にとどまらず、
首都圏の企業や大学、政府機関等を移転・分散して都市と地方との間の人の流れを創
出するなど、あらゆる施策を総動員する必要があります。 

また、人口減少社会においても地方の活力を維持し、魅力向上を図るため、中長期
的な視点での取組が必要であることから、地域未来交付金の活用による継続的な支援
が必要です。 

 
【参考】東京圏への転入超過数の推移 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

＜総務部未来づくり推進局移住定住交流課＞ 

（要望）  

東京圏から地方への人材還流と地元定着を着実に促進する施策の強化及び地方に

よる施策推進のために必要な財源を確保すること。 

地方創生 
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  地方財政に関すること 
 

【総務省／財務省】 

○国 地方財政の充実強化について 

 

 

 

 

 

 

 

（現状） 
本市では、令和８年度までを計画期間とする「福井市財政計画」に基づき、収支均衡

した財政構造の確立を推し進めていますが、物価高騰により地域経済は大きな影響を受
けており、本市税収の見込みは不透明感が拭えず、財政運営が不安視されています。 

 

（課題） 

国と地方の税財源配分については、大きな隔たりを交付金や国庫支出金で穴埋めし
ているのが実態であり、適切な税源配分とはほど遠い状況です。地方交付税は、必要
かつ安定的な行政運営を行える水準になく、また、地方財政は依然として巨額の借入
残高を抱えています。 

また、過去に建設された公共施設等は、これから大量に更新時期を迎えるため、公
共施設の統廃合や廃止、長寿命化への取組みを円滑に進められるよう十分な財政措置
を講じるとともに、令和８年度までの公共施設等適正管理推進事業債については、公
用施設を長寿命化事業の対象にすることや集約化・複合化等に伴う除却事業の交付税
算入に係る要件の緩和等、事業期間の延長とともに制度の拡充が必要です。 

  加えて、国は連携中枢都市圏に関する取組を推進するため、都市圏ビジョンに基づ
く事業に対し地方交付税措置を行っていますが、圏域全体の持続的な発展を推進して
いくためには、今後も継続した財政措置が必要です。 

  また、本市に対する令和８年度の地域未来交付金については、おおむね要望が認め
られたところですが、地方創生の取組を推し進めるために、継続した予算の確保が必
要です。 
加えて、ガソリン税の暫定税率の廃止や、学校給食費の抜本的な負担軽減、食料品

の消費税減税など、国の政策に係る地方への財政影響分については、国の責任におい
て確実な財政措置が必要です。 

 
 

 ＜財政部財政課＞ 

（要望）  

地方が担う事務と責任に見合う税財源配分を実現すること。 

増加が見込まれる社会保障関係費や人件費等、地方の財政需要を地方財政計画へ的

確に反映するとともに、今後の財源不足への対応について、地方交付税法定率の引上

げ等による持続可能な制度を確立すること。 

公共施設の統廃合や廃止、長寿命化への取組に対する十分な財政措置を講じるとと

もに公共施設等適正管理推進事業債について更なる制度の拡充を図ること。 

連携中枢都市圏に対する財政措置を今後も継続すること。 

地方創生の取組を推し進めるため、地域未来交付金について、継続して必要な予算

を確保すること。 

国の政策に係る地方への財政影響分については、国の責任において確実な財政措置

を講じること。 
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  林業に関すること 

 

［農林水産部県産材活用課］ 

○県 Ｂ材加工工場の誘致による木材加工体制の強化について 

 

 

（現状） 

近年、林業経営者及び関係機関の努力により、搬出される木材生産量が増加傾向に

あります。しかし、県内には、主に合板、集成材として利用されるＢ材を加工する工

場が無く、県外の工場に出荷していることから、搬出経費が嵩んでいます。 

 

（課題）  

本市では森林環境譲与税と森林経営管理制度を活用し、森林境界の明確化や森林所

有者特定の効率化を強力に推し進めております。これにより、今後、意欲ある林業経

営者へ林地の集約化が図られることや大きな林業（ふくい型林業経営モデル）の推進

により森林整備が進むことが見込まれ、これまで以上に、Ｂ材を含む木材生産量の増

加が予測されます。 

また、令和６年４月１日より働き方改革関連法によって、自動車運転を伴う業務の

年間時間外労働の上限が９６０時間に制限されたことに加え、厚生労働省は告示で、

トラック運転手が４時間ごとに３０分以上の休憩を取るなどの措置を企業側に義務付

けにより遠方への木材搬出はトラック運送業界への負荷にもなることが考えられます。 

さらに、人口減少に伴う新築住宅の減少等により木材需要の減少が見込まれること

から、販売力が向上するＢ材木材加工施設が必要となります。 

以上のことから、新たな木材需要の創出や拡大のため、県内において木材を加工で

きる大規模工場を早期に誘致することが求められています。 

 

＜農林水産部林業水産課＞ 

 

（要望）  

国内木材需要に対応するため、地域材の安定的かつ効率的な供給に向け、「ふくい

の森林・林業の未来を切り拓く基本計画」に掲げられたＢ材加工工場の誘致を早期に

実現すること。 

農林水産業 
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  道路に関すること 
 
［土木部道路建設課]  

【国土交通省】 

○県○国 一般国道８号のサービス水準改善について 
 

（要望）  

サービス水準の改善に向け、特に渋滞対策については、対策案を具体化し、 

抜本的な対策を講じること。 

 

（現状） 

本路線は、北陸圏と関西圏・中京圏を

結ぶ日本海側の国土軸であり、物流や防

災面において重要な役割を果たす路線で

あることに加え、市民にとっては、通勤

や買い物など、生活に非常に密着した路

線でもあります。 

しかしながら、本市市街地のほぼ全区

間で慢性的に渋滞が発生し、地域産業の

振興や市民生活に多大な支障をきたして

います。 

 

（課題）  

通勤・通学の混雑時に、速度低下が顕著であり、また、交通需要の影響をほとんど

受けていない時間帯（閑散時）においても、速度低下が発生し、交差点も多いため、

日常的に渋滞が発生しています。 

そのため、地方創生にも寄与する「WISENET 2050」（2050年、世界一、賢く・安全

で・持続可能な基盤ネットワークシステム）の実現に向け、令和７年２月に立ち上げ

た「福井都市圏における道路交通のサービス改善に向けた検討会」において、県や

市、警察等と連携し、国道８号における渋滞対策等、サービス水準改善に向けた検討

を行い、対策案の具体化を早期に進めることが必要不可欠となっています。 

 

【参考】 

福井都市圏における道路交通のサービス改善に向けた検討会（令和７年２月１９日～） 

構成委員：学識者、行政機関 

事 務 局：国土交通省 近畿地方整備局 福井河川国道事務所 計画課  

       福井県 土木部 道路建設課  

       福井市 建設部 道路課 

 

＜建設部道路課＞ 

建設・生活インフラ 
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［土木部高規格道路課]  

【国土交通省】 

○県○国 福井外環状道路の計画の具体化について 

 

（要望） 

  広域道路ネットワーク路線であり重要物流道路に指定されている本道路の計画 

の具体化を進めること。 

 

（現状） 

本道路は、平成６年に地域高規格道路

に指定され、平成１０年に計画路線とな

っています。また、令和３年７月に国が

公表した新広域道路交通計画の広域道路

ネットワーク計画において高規格道路に

位置付けられ、令和４年４月には、平常

時・災害時を問わない物流上重要な道路

輸送網として国土交通大臣が指定する重

要物流道路に指定されました。 

令和５年７月には、「福井外環状道路整

備促進期成同盟会」が設立され、早期整

備の機運が高まっています。 
 

（課題）  

高規格道路である本道路が整備されることで、安定的な物流の確保による産業振興

の促進や、国道８号等の通過交通の転換による福井市街地内道路の渋滞・混雑の緩和、

交通事故の減少が期待されます。 

また、近年頻発している大雪時には、国道８号や北陸自動車道等において交通の停

滞が発生し、経済活動や市民生活に多大な影響を及ぼしていることから、災害からの

迅速な復旧・復興にも寄与する新たな南北軸となる道路の構築が強く求められていま

す。 

令和８年４月に公表された近畿地方整備局令和８年度予算概要の「道路調査の見通

し」において、昨年同様、福井都市圏の幹線道路の機能強化等に係る調査の実施が掲

載されました。福井都市圏における道路交通ネットワークの強化に向けて、福井外環

状道路の計画の具体化を進めることが必要不可欠です。 
 

【参考】 

重要物流道路の指定状況（令和８年４月７日） 

  候補路線（対象：高規格道路）      ３８１路線 

  計画路線（対象：高規格道路）       ９０区間 

  事業区間（対象：全ての道路） 約 ２，６００ｋｍ 

  供用区間（対象：全ての道路） 約３６，０００ｋｍ 

＜建設部道路課＞ 
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［土木部高規格道路課]  

【国土交通省】 

○県○国 福井南スマートＩＣ（仮称）の早期整備について 
 

（要望）  

新たなスマートＩＣの早期整備について、最大限の支援を行うこと。 
 
 
 

（現状） 
北陸自動車道における福井ＩＣと鯖江

ＩＣ間の距離は約１１ｋｍあり、本市の
足羽川以南の地域にはＩＣがない状況で
す。そのため、本市南部地域及び西部地
域から北陸自動車道へのアクセスは利便
性に欠けています。また、令和４年７月
には、「福井市南部スマートインター整備
促進期成同盟会」が設立され、地域の機
運も高まっています。 
 
 
 
 

 
（課題）  

計画の具体化を求めている福井外環状道路が北陸自動車道と接続する位置に、福井
南スマートＩＣ（仮称）が早期に整備されることは、福井都市圏における道路交通ネ
ットワークの強化に繋がり、本市南部地域及び西部地域から北陸自動車道へのアクセ
ス時間が短縮され、地域産業の更なる発展に大きく寄与するものと期待されます。 

本市では、近年頻発している大雪時に国道８号や北陸自動車道等において交通の停
滞が発生し、経済活動や市民生活に多大な影響を及ぼしています。また、集中豪雨に
よる水害や、大規模地震などの自然災害は今後増えていくものと予想されます。 

 
 

【参考】 

スマートＩＣ  全国で１６４箇所（令和８年１月３１日時点）  

 例）・南条スマートＩＣ  （北陸自動車道 福井 SA・PA 接続型 H21.4） 

   ・上市スマートＩＣ  （北陸自動車道 富山 本線直結型 R3.12） 

   ・敦賀南スマートＩＣ （舞鶴若狭自動車道 福井 本線直結型 Ｈ29.3） 

   ・三方五湖スマートＩＣ（舞鶴若狭自動車道 福井 SA・PA 接続型 H30.3） 
 

 

 ＜建設部道路課＞ 

● 福井南スマートＩＣ（仮称） 
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［土木部道路建設課]  

○県 都市計画道路 川西国道線の県道認定について 

 

（要望）  

早期の整備完了に向け、本路線を県道認定すること。 

 
 

（現状） 

本路線は、福井市北部（九頭竜川以

北）における東西交通の円滑化等を図

るため、平成７年３月に都市計画の決

定がなされました。整備計画延長 

６，５３０ｍのうち、坂井市地係を含

む延長４，７５０ｍが完了しています。 

現在、コシヒカリ道路以東の延長 

８００ｍの区間について整備を進め

ており、残りの９８０ｍが未施工区間

となっています。 
 

（課題）  

本路線の整備により、主要地方道福井加賀線や主要地方道福井金津線など既存の道

路とネットワークが構築され、九頭竜川以北から福井市街地に流入する交通の分散を

図り、九頭竜川を横断する南北交通の円滑化と交通混雑の解消が図られるなど、広域

的な事業効果が期待されます。 

さらに、一般国道４１６号を介してテクノポート福井を結ぶことから、福井港と一

般国道８号を連絡する道路の一部となります。 

県では、「道路整備プログラム」において、本路線を事業化検討箇所として位置付け

ており、整備を実施する事業主体については未定となっています。 

今後、当該路線を含む道路ネットワーク等を検討のうえ、一日も早く本路線を県道

認定し、早期の整備完了を実現する必要があります。 
 

【参考】 

整備計画延長 Ｌ＝６，５３０ｍ 
[福井市域] Ｌ＝６，１４０ｍ  
・整備済 Ｌ＝４，３６０ｍ（県道：2,451ｍ 市道：1,909ｍ） 
・整備中 Ｌ＝  ８００ｍ（市道：800ｍ） 
・未施工 Ｌ＝  ９８０ｍ 

[坂井市域] Ｌ＝    ３９０ｍ 
・整備済 Ｌ＝  ３９０ｍ（県道：390ｍ） 

※福井県（三国土木事務所）が県道として整備 

 

 

＜建設部道路課＞ 
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  河川、砂防、海岸、港湾に関すること   【巻末資料（３）参照】 

 

［土木部河川課／農林水産部農地整備課]  

○県 河川改修事業（都市基盤河川改修事業）馬渡川について 

 
 
（現状） 

馬渡川は県管理の一級河川ですが、昭和５６年の浸水被害を契機に県と協定を締結

し、昭和５９年から都市小河川改修事業として市が河川改修に着手しました。 

令和元年度には芦原街道横断部までの約１．２ｋｍについて河川改修が完了しまし

た。そのため、流域では浸水リスクが大幅に低減しました。 

しかしながら、馬渡川排水機場の排水ポンプは、設置から６０年が経過し、地元か

らも更新増強の要望が出ています。 

 

（課題） 

県は、河川改修の効果や上流部の未整備区間における周辺環境の変化、浸水被害の

実態を踏まえ県と市の協定を見直す必要があります。 

また、馬渡川排水機場のポンプは、設置から６０年が経過し、老朽化が著しく進ん

でいます。 

 

【参考】 馬渡川の整備計画について 

事業期間：昭和 59 年度～令和 3年度 

事業延長：L=2,100ｍ 

事業費 ：約 105 億円 

 

 

 

 

 

  

   

  

                       

 

                              ＜建設部河川課＞ 

＜農林水産部農村整備課＞ 

（要望）  

一級河川 馬渡川については、市との協定を見直すとともに、排水ポンプの更新増

強をすること。 

※馬渡川排水機場の現況ポンプの排水

能力は、3.6 ㎥/s。 

一方、「九頭竜川水系馬渡川河川整備

計画取りまとめ業務報告書(福井

市）」(平成 17.9)では、参考資料とし

て、当該ポンプの排水能力は、13.5 ㎥

/s が最も効率が高いとされている。 

ポンプ 
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［土木部河川課] 

○県 河川改修事業（広域河川改修事業）江端川の推進について 

 
 
（現状） 

江端川は県管理の一級河川であり、昭和５２年度から河川改修に着手しました。こ

れまでに日野川合流点から上流の河道３．８ｋｍ区間（下荒井橋下流）の改修を終え

ました。 

 

（課題）  

事業着手から４９年が経過しましたが、この間、平成１６年の福井豪雨で甚大な被

害を受けたにもかかわらず、依然として未改修区間が１．９ｋｍもあります。 

また、近年多発する集中豪雨により、中上流域においても道路冠水や農地の湛水被

害が発生しています。  

改修未計画区間を含めた河川整備計画に見直しを行うとともに、流域治水対策に取

り組む必要があります。 

 

【参考】 江端川の整備計画について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜建設部河川課＞ 

（要望）  

未改修区間を早期完成し、上流域の改修未計画区間を含めた整備計画に見直すとと

もに、流域治水対策に取り組むこと。 

 

日
野
川 

足羽川 

HH18.7.15～19 梅雨前線豪雨浸水域 

 浸水面積  30ha(江端周辺のみ) 

  床下浸水  101 戸 

 床上浸水  34 戸 

HH16.7.18 福井豪雨浸水域 

 浸水面積  588ha 

  床下浸水  656 戸 

 床上浸水 201 戸 

P 
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 重要要望 
 



 
 

 

 

  中心市街地のまちづくりに関すること 

 

［未来創造部新幹線・交通まちづくり局交通まちづくり課、土木部都市計画課］ 

 

○県 県都のまちづくりに関する取組の推進について 

 

 

 

北陸新幹線福井開業の効果を持続的なものとし、まち全体に波及させていくために

は、民間主体のまちづくりの機運をしっかりと後押しし、まちなかに投資や人材を呼

び込むことが重要です。 

県都まちなか再生ファンドによる市街地の更新や店舗等の誘致、足羽川周辺のにぎ

わい創出や光の川・ライトブリッジ構想（幸橋、桜橋、九十九橋等の橋梁及び周辺の

足羽川右岸・左岸のライティング等）、歩行者空間を活用してにぎわいを生み出す「ふ

くみち」やアリーナ計画など、多様な取組を経済界と県、市が連携して推進していく

必要があります。 

また、福井駅周辺に必要な都市機能の導入につながる今後の民間開発に対しては、

引き続き、県市が連携して必要な支援を行っていく必要があります。 

 

 

 

＜都市政策部都市整備課＞ 

（要望）  

北陸新幹線福井開業の効果を持続的なものとし、まち全体に波及させていくため、

経済界、市と連携して県都グランドデザインの推進に取り組むこと。また、計画に位

置付ける施策推進のための財政支援を継続して行うこと。 

福井駅周辺に必要な都市機能の導入につながる今後の民間開発に対し、引き続き、

本市と連携して支援すること。 

都市機能 
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［総務部大学私学課、未来創造部新幹線・交通まちづくり局交通まちづくり課］ 

 

○県 学生“どまんなか”プロジェクトの推進について 

 

 

令和９年４月に、福井県立大学地域政策学部のキャンパスがアオッサに開設される

ことを契機に、官民連携で立ち上げた「学生“どまんなか”プロジェクト」を推進し、

学生や事業者にとって魅力あるまちなかの形成を図り、賑わいと活力の創出につなげ、

楽しさあふれる県都を目指します。 

プロジェクトに位置付ける多様な取組については、学生が主役となりつつ、経済界

や県、市、地域などが連携して支えていく必要があります。 

そのため、プロジェクトの推進にあたり、財政面も含めた必要な支援を要望します。 

 

 

＜都市政策部都市整備課＞ 

（要望） 

令和９年度から福井県立大学のキャンパスがアオッサに開設されることを契機と

して、経済界、学生、市、地域などと連携し、学生“どまんなか”プロジェクトの推

進に取り組むこと。また、プロジェクトに位置付ける施策推進のための財政支援を行

うこと。 

新 提案 
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 公共交通・交通安全に関すること 

 

【国土交通省】 

○国 ＪＲ越美北線の維持・活性化に向けた支援について 

 
  
ＪＲ越美北線は、地域の重要な交通機関として、通勤や通学での利用だけでなく高齢

者にとっては欠かせない移動手段として、地域の人々の暮らしを６０年以上支え続けて

きました。 

本市は、これまで、沿線の大野市や福井県とともに、「越美北線と乗合バスに乗る運動

を進める会」を設置し、利用促進を積極的に取り組み、市単独の運賃助成や利用啓発事

業を実施してきました。 

また、観光客の二次交通としても、北陸新幹線福井開業以降、益々重要な役割を担っ

ています。令和３年３月には、ＪＲ西日本金沢支社、福井県、大野市とともに、「越美北

線の観光利用促進に関する連携協定」を締結し、継続して利用促進に向けた様々な事業

に取り組んでいるところです。 

国は、交通ネットワーク形成に必要な地域の取組を支援するため、ローカル鉄道の再

構築にかかる施設整備等を対象とした補助制度を創設しましたが、運行維持や利用促進

のための支援はありません。 

持続可能な地域づくりに必要不可欠な社会インフラであるＪＲ越美北線が、今後も地

方創生に資する公共交通機関となるよう、維持・活性化に向けた更なる国の支援制度の

創設を要望します。 

 

 

＜都市政策部地域交通課＞ 

（要望）  

ＪＲ越美北線は、持続可能な地域づくりに必要不可欠な社会インフラであるため、

維持・活性化に向けた新たな国の支援制度を創設すること。 
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［防災安全部県民安全課／交通部交通企画課]  

 

○県 高齢者を交通事故から守る社会づくりについて 
 

 

近年、福井県内の人身事故件数及び交通事故死者数は、減少傾向にあります。 

昨年の県内の交通事故死者数は２１人、うち１４人が高齢者、重傷者数は２０５人、

うち９６人が高齢者であり、その占める割合は依然として高い状況です。 

本市における交通事故死者数は７人、うち３人が高齢者、重傷者数は６９人、うち

３６人が高齢者であり、その占める割合は県内同様依然として高い状況です。 

本市においては、高齢者の事故を防止するための対策として、高齢者を対象とした

交通安全教室の開催等に取り組んでいます。 

県においても、多様な広報媒体を活用するなど高齢者の交通安全意識の高揚を図る 

普及啓発活動を行っていただいておりますが、全県下において高齢者の事故を防止

するための対策をより強化していく必要があります。 

本県では、運転者（自転車含む）が第１当事者となる交通死亡事故に占める高齢運

転者の割合は、令和７年は４２．９％と依然として高い状況にあります。そこで、高

齢ドライバーの事故を防ぐためには、自主返納しやすい環境づくりが必要です。その

ためには、運転に不安を感じる高齢ドライバーの自主返納に対する距離的、心理的な

負担を軽くするために、市民に身近な交番等でも自主返納ができるようにすることが

有効だと考えます。 

また、本市では支援申請者の利便性向上のために、令和７年９月１日から運転免許

自主返納ワンストップ窓口を開始したことで、支援申請件数は令和６年度の４６９件

に対し、令和７年度は６１９件となり、約１．３倍増加しました。現在県内９市町で

実施しているワンストップ窓口ですが、未実施市町にも拡大することで、移動手段が

限られる高齢者の支援申請に対する負担を軽くすることができます。そのためには、

各市町が実施している運転免許自主返納者への支援については、市町により差がある

ことから、県が主体となって申請方法や支援品を県内統一とし、事務手続の効率化を

進めることで、ワンストップ窓口未実施の市町でも速やかにワンストップ窓口を開始

できると考えます。             

 

 

＜都市政策部自転車利用推進課＞ 

（要望）  

高齢者が交通事故の被害者にも加害者にもならないための対策を、市町と連携し、

積極的に取り組むこと。 

自主返納しやすい環境づくりのため、市民に身近な交番等で自主返納ができるよう

にすること。 

自主返納支援申請者の利便性向上のため、県が主体となって県内統一した支援を行

うこと。 
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［未来創造部新幹線・交通まちづくり局交通まちづくり課] 

【国土交通省】 

○県○国 地方バス路線の維持・強化への支援について 

 

 

地方のバス路線は、急速な人口減少等の影響による利用者数の減少に加え、時間外

労働時間の上限規制等の影響により、バス運転士不足が顕在化し、運行体制が確保で

きず路線の廃線や減便が相次いでいます。加えて、物価高騰や最低賃金改定等に伴う

人件費負担の増加等により、運行経費が増加する中、路線バス運転士の給与水準は、

全業種平均と比較して依然として低く、運転士の安定的な確保が望めないなど、地域

住民にとって、最も身近な移動手段である路線バスが、崩壊の危機に直面しています。 

このような中、本市では、福井駅を中心に鉄道と路線バスで構成する公共交通幹線

軸と、それを補完する路線バスや地域拠点と周辺地域をつなぐ乗合バス、地域コミュ

ニティバスなどのフィーダー交通により市全域の移動をカバーしていますが、運行維

持にかかるコストが増大し、路線数や便数の確保に大きな財政負担が生じています。 

つきましては、路線バス事業の持続可能性を高め、「地域公共交通の最後の砦」とし

ての役割を、将来にわたり堅持できるよう、補助金限度額の引き上げや補助要件の緩

和に加え、運転士の待遇改善につながる支援を含めた補助金制度の拡充を要望します。 

 

 

＜都市政策部地域交通課＞ 

（要望）  

地域間を結ぶ広域路線バスを維持し続けるため、地域間幹線系統確保維持費国庫補

助金の補助限度額の引き上げや、利用者の減少に伴う補助金の減額や補助対象外とす

ることがないよう、制度を見直すとともに、物価高騰による運行コストの増加が反映

される仕組みを構築すること。 

同一市内の路線バスを維持し続けるため、県の市町生活交通維持支援事業補助金の

補助限度額を引き上げるとともに、利用者数や路線数など市町の実態に応じた交付額

となるよう、制度を見直すこと。 
路線バス運転士の確保を図るため、国庫補助金の算定根拠となるブロック単価につ

いて、人件費相当分を政策的に引き上げるなど、構造的な賃上げにつながる取組を行

うこと。 
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［未来創造部新幹線・交通まちづくり局地域鉄道課] 

【国土交通省】  

○県○国 地域鉄道の安全性確保、安定経営に向けた支援について 

 

 

地域鉄道は、通勤・通学など地域住民の日常生活に欠かせない交通手段です。 

えちぜん鉄道と福井鉄道は、急激な物価上昇や電気料高騰、自然災害への対応等、

より一層厳しい経営環境に置かれておりますが、懸命の経営努力で鉄道事業を継続し

ています。 

今後も利用者が安心して利用できるためには、安全輸送に必要な鉄道施設や車両の

維持、修繕が必要であるため、鉄道施設総合安全対策事業及び地域公共交通確保維持

改善事業の予算の確保を継続して要望します。 

また、並行在来線であるハピラインふくいは、全国の並行在来線でも数少ない、交

流区間と直流区間を跨ぐ運行となることや、長大な北陸トンネルおよび特別豪雪地帯

を有することにより他路線に比べ多額の維持経費を要するなど、厳しい経営状況が想

定されます。さらに、沿線自治体は、開業時の運営費や開業後の１０年間で見込まれ

る総額７０億円の収支赤字を補填しており、国の支援は必要不可欠です。 

そのため、県においても、並行在来線関係道県協議会をはじめ様々な機会を通じ、

国に対して財政支援を強力に求める必要があります。 

加えて、近年、自然災害が頻発・大規模化しており、大雪等による除雪費や代行バ

ス費など、運行再開に向けて多額の費用が発生し、鉄道事業者の経営を圧迫している

ため、災害時等において発生する経費や損害についての国、県からの支援を併せて要

望します。 

 

 

＜都市政策部地域交通課＞ 

（要望） 

地域鉄道の安全運行を確保するため、鉄道施設や車両の維持、修繕にかかる鉄道施

設総合安全対策事業及び地域公共交通確保維持改善事業の予算を確保すること。 

経営基盤の弱い地域鉄道の安定経営のため、十分な補助が行われるよう、必要な予

算を確保すること。 

また、災害時等においても、運行再開までに必要な費用等に対し、十分な補助が行

われるよう、支援制度を拡充すること。 
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［総務部大学私学課／未来創造部新幹線・交通まちづくり局交通まちづくり課 

 ／防災安全部県民安全課／土木部道路保全課／教育庁高校教育課、義務教育課］  

○県 自転車利用者に安全で優しい環境づくりについて 

 
 
県は、自転車活用推進法のもと、自転車活用推進計画を策定し、４つの目標（自転

車利用者に優しい環境づくり・自転車と暮らすライフスタイルの推進・サイクルツー

リズムの推進による観光振興・交通事故の無い安全で安心な社会の実現）を掲げ、自

転車の活用を推進しています。 

そのなかで、自転車利用者に優しい環境づくりとして、まちなかの歩道においては、

自転車と歩行者の通行位置を示したピクトグラム等の整備、車道では矢羽根表示をし

ていただいているところですが、福井市全体を見ると十分ではありません。 

また、北陸新幹線福井開業後、多くの来街者がシェアサイクル等を利用し本市を回

遊していることから、誰もが安全に通行でき、事故のないまちをつくるため、人に優

しい環境づくりに積極的な取組を要望します。 

さらに、自転車事故の無い安全で安心な社会の実現に向けて、令和４年７月から福

井県自転車条例を施行し、交通事故の防止に取り組んでおり、令和５年４月には、改

正道路交通法が施行され、全ての自転車利用者のヘルメット着用が努力義務化されま

した。 

自転車事故による死者は頭部の損傷が大半となっていることから、ヘルメットの着

用は重要です。福井県は全国と同様に着用率が低い状況であり、自転車利用者に対し

ての着用の推進が必要です。 

今春から、福井県内の高校に通う自転車通学者は、ヘルメットの着用が必須となり

ました。自分たちの住む地区から、慣れない道路を自転車で通学し、自転車を利用す

る機会が増加すると想定されます。 

そのため、こどもの安全を守る観点からも、新たに高校生となる中学３年生を対象

に、ヘルメット購入の補助制度を設けることを要望します。 

 

 

＜都市政策部自転車利用推進課＞ 

（要望）  

自転車利用者は、加害者にも被害者にもなりうることから、歩行者、自転車及び自

動車が適切に分離された通行空間となり、誰もが安全でわかりやすくなるよう路面表

示の整備を推進すること。 

さらに、依然としてヘルメットの着用率が低いことから、ヘルメット購入に対する

補助制度を新設すること。 
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［未来創造部新幹線・交通まちづくり局交通まちづくり課］ 

○県 まちなかにおける近距離移動の利便性向上について 

 

福井商工会議所・福井県・福井市は、令和６年に開通した北陸新幹線福井開業を  

「１００年に一度のチャンス」と捉え、県都にふさわしい都市機能や基盤整備を進め

るため、県都の将来像を構想する「県都グランドデザイン」を策定し、まちなかの整

備を共同で進めてきました。今後も、福井県立大学のまちなかキャンパスの開校や、

福井アリーナ（仮称）の整備等をきっかけに、来街者の増加が見込まれています。 

また、バス等の減便があり、まちなかへの気軽な来街や、広大なエリアであるまち

なか周遊の課題となっていると考えられます。 

このような中、県都グランドデザインでは、誰もがまちなかを快適に移動できる環

境を整え、充実させることを目標として掲げており、本市も観光客をターゲットに、

シェアサイクル「ふくチャリ」の運用を令和５年３月から始め、利用されてきました。 

ふくチャリの運用が始まり、３年が経ちましたが、当初想定していた観光客の利用

に加え、まちなかへの通勤・通学・レジャーや買い物利用等を目的とした、市民・県

民の利用が年々増加しており、令和６年度から７年度では、市民・県民の利用者が、

全体の約６５％から約７５％に増加しています。  

一方で、現在１０２台のふくチャリを運用していますが、利用者の増加に伴い、  

１００回を超える利用がある日も増え、現在のふくチャリの数では、増加する利用  

ニーズに対応できなくなることが想定されます。 

県においても、シェアサイクルがまちなか観光や周遊のための主要な交通手段の一

つであると受け止め、令和７年３月に策定した「第２次福井県自転車活用推進計画」

の中で、「公共交通機関、商業施設等との接続強化のため、複数拠点での自由な貸出・

返却が可能なシェアサイクルの設置を支援する」と掲げており、本計画及び県都グラ

ンドデザインに基づき、ふくチャリの増台や整備に関し、積極的な取組を要望します。 

ふくチャリの利便性向上は、まちなかを訪れる市民・県民の更なる増加、回遊性の

向上、路線バスの減便による交通不便の解消等、まちなかが抱えるこれらの課題解決

に繋がるものであり、県の計画とも合致するものです。県都グランドデザインの趣旨

を踏まえ、シェアサイクルの増台等を目的とした補助制度の新設を要望します。 

 

＜都市政策部自転車利用推進課＞ 

（要望）  

再開発事業の進展や、福井県立大学のまちなかキャンパスの開校、福井アリーナ（仮

称）の整備などにより、まちなかへの来街者の増加が見込まれる中、バス等の減便が

あり、まちなか周遊が課題となっている。まちなかにおける近距離移動の利便性向上

へ繋げるため、シェアサイクル等の増台や整備を目的とした、補助制度を新設するこ

と。 

新 
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   自治体ＤＸに関すること 

 

【総務省/デジタル庁】 

○国 自治体情報システムの標準化に係る財政措置について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

多くの自治体で標準化移行後の運用経費が大幅に増大することについて国が支援を

検討されていたところ、「地方公共団体情報システム運用最適化支援事業費補助金」お

よび地方交付税を組み合わせた支援の実施が決定されました。この支援は、「地方自治

体情報システム運用最適化計画」を策定する令和８年度からの３年間となっています

が、現在決定しているのは令和８年度分のみであり、令和９年度以降については未定

となっていますので、令和９年度以降の支援を確実に実施することと、特定移行支援

システムについても、同様の期間について、確実な支援が必要です。 

「地方公共団体情報システム標準化基本方針」が改訂され、特定移行支援システム

として所要の移行期限を設定し、移行支援が図られることとなりました。これら移行

に要する一切の経費については、デジタル基盤改革支援補助金の交付要件の見直し等

により、自治体に負担が生じないよう、全額国費負担による財源措置を行う必要があ

ります。 

介護保険料等の保険料決定通知等については、システム標準化移行に伴い、データ

出力形式や帳票様式が変更となったため、郵送方法や委託内容を見直さざるを得ず、

追加経費が発生しています。また、国が示す自治体情報システムの標準仕様が、住民

記録・税などの法改正・制度改正等の都度改版され、それに伴って基幹業務システム

のデータ連携や番号制度の副本連携を含めて適合するためのシステム改修費用が必要

となるほか、関係者間の調整に多大な労力を要す状況となっています。地方公共団体

の責めによらないこれらの経費については、国の責任により、交付税措置以外の方法

による適切な財源措置が必要です。 

＜総務部行政ＤＸ推進課＞ 

生活・防災 

（要望）  

移行後の運用経費については、「少なくとも３割削減を目指す」とされているが、

実際は多くの自治体で費用負担が大幅に増大する見込みとなっている。この運用経費

問題については、運用最適化事業費補助金と地方交付税を組み合わせた支援が創設さ

れ、令和８年度分の実施が決定しているが、未定となっている令和９年度以降の支援

についても確実に実施すること。また、計画期間が令和８年度からの３カ年であるが、

特定移行支援システムの移行後の運用経費についても同様の支援を行うこと。 

特定移行支援システムの標準化に要する一切の移行経費は、デジタル基盤改革支援

補助金の交付要件の見直し等により、自治体に負担が生じないよう、全額国費負担に

よる財源措置を行うこと。 

システム標準化に伴い、データ出力や帳票の変更による郵送費及び委託費等の増加

や、標準仕様の改版によるシステム改修費用といった運用経費等が負担となっている

ため、費用増に対する財源措置等を講じること。 
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 防災・減災に関すること 

［教育庁教育政策課］ 

【内閣府／総務省／文部科学省】 

○県○国 避難所体育館空調設備整備に対する支援について 

 

 

本市は、災害時の避難所機能強化を目的に、停電時にも使用可能な空調設備を学校

体育館に整備し、高齢者など要配慮者も安心して避難できる環境づくりを進めていま

す。一方、全ての避難所体育館の空調設備の整備には多額の費用と期間を要すること

から、継続的な財源確保が大きな課題となっています。 

国は、避難所に指定された学校体育館の空調設備整備に対し、実際にかかる事業費

と体育館面積に国が定める補助単価を乗じた配分基礎額の少ない方の額に対して上限

額内の２分の１を補助し、期間は令和１５年度までとしています。 

令和７年度には補助単価の増額を行うとともに、対象上限額を１校あたり１億４千

万円とするなど制度の拡充を図っておりますが、近年の原材料費や労務費の上昇に伴

い、事業費の増大や上限額を超過する体育館があり、一方で体育館面積が小さい施設

については、補助単価に基づく算定により、事業費に対し２分の１の補助を受けられ

ない体育館が生じています。 

このため、１校あたりの上限額の引き上げと、体育館面積に補助単価を乗じる算定

方式を撤廃し、一定の補助率が確保される仕組みへの見直しを行うとともに、すべて

の空調設備整備を計画的に進めるため、令和１５年度までの補助期間における継続的

な財政措置を要望します。 

さらに、防災力向上と子どもたちの安心・安全な学習環境の確保のため、空調設備

の光熱費に対する安定的な財政措置を併せて要望します。 

 

＜危機管理監危機管理課＞ 

＜教育委員会事務局学校施設課＞ 

 

（要望）  

避難所体育館空調設備の整備に対する学校施設環境改善交付金について、より多く

の学校へ早期に整備できるよう実情に見合った制度に見直すとともに、安定的かつ継

続的な財政措置を行うこと。 

また、空調設備の光熱費に対する地方交付税措置についても継続すること。 
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［防災安全部危機管理課］ 

○県 地震被害予測の見直しについて 

 

 

現在の地震被害予測は、阪神淡路大震災時のデータを用いて予測した平成２３年度

の「福井県地震被害予測調査」に基づいて作成されたものです。 

しかし、その後の少子高齢化の進行や住宅構造の変化など、社会情勢は大きく変化

しており、当時の前提では現在の地域特性を十分に反映できません。さらに、令和６

年能登半島地震では、広域的な道路寸断による長期孤立や在宅避難者の実態把握の困

難など、従来の被害想定では十分に見込まれていなかった課題が明らかになりました。 

こうした地域の状況変化や能登半島地震で明らかになった課題を踏まえた、最新の

知見に基づく地震被害予測の見直しは、早急に行う必要があり、備蓄量の算定や物資

輸送計画、避難者支援体制の構築をより実効性の高いものとするために重要です。 

 

 

＜危機管理監危機管理課＞ 

（要望）  

災害時の混乱を最小限に抑えるため、被災者に対して適切な支援を行うことができ

るよう支援体制を見直す必要があることから、地震被害の知見に基づき、早急に地震

被害の予測を見直すこと。 
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［防災安全部危機管理課］ 

【内閣府】 

○県○国 避難所運営体制の拡充について 

 

 

県防災ネットには、ＬＩＮＥを利用した入退所情報を反映させる機能がありますが、

ＬＩＮＥを利用した場合、要配慮者事項など、一部の情報がデータ出力されず、県防

災ネットと市防災情報システム間で避難者情報の差があるため、必要な情報が入手で

きない状況です。 

そのため、各避難所の状況報告は、市防災情報システムに入力された内容を、危機

管理課職員が県防災ネットに再入力して行っています。 

災害の頻発化を鑑みますと、「避難者支援業務のデジタル化」についても早期完成が

求められます。さらには、情報の集約化も避難所運営には必要なことから、県防災ネ

ットに個別避難計画書を紐づけられるよう、避難者支援システムの機能と連携を図る

ことが必要です。 

さらに、避難所運営のＤＸ化を進めていく場合、避難所で使用する端末が必要とな

ってきます。しかし、現行制度においては、避難所運営に使用する資機材のみが交付

対象となっており、汎用性の高いパソコンは平時で活用した場合、交付対象外となる

ため、財政負担が自治体に重くのしかかっています。 

これらのように、避難所運営で使用するパソコンは平時でも使用できるよう制度を

改めるとともに、現行では対象外である食料や水等の消耗品も交付対象に含めるなど、

避難所運営体制を拡充していくことが必要です。 

 

＜危機管理監危機管理課＞ 

（要望）  

災害時に避難所を適切に運営するためには、特に避難行動要支援者の避難状況を把

握することが重要であり、個別避難計画と連携することが迅速な避難支援につながる

ことから、県防災ネットで管理する避難者情報と個別避難計画を関連付けられるよう

取り組むこと。 

また、避難所運営のＤＸ化を進めるには市区町村と県のシステム間での連携が重要

であることから、市区町村の避難所運営に必要な情報の出力ができるように対応する

こと。 

加えて、避難所運営のＤＸ化には、各避難所に操作用の端末が必要であることから

端末の整備を交付対象とすること、併せて、現在対象外の食料等の消耗品も交付対象

に含めるなど、財政措置を拡充すること。 

新 

-27-



 

原子力災害に関すること 

［防災安全部危機管理課、原子力安全対策課］ 

【内閣府】  

○県○国 原子力災害に対応した具体的な対策や財政支援について 

 
令和６年能登半島地震では、志賀原子力発電所のＰＡＺ・ＵＰＺ内で家屋の倒壊や

集落の孤立が相次ぎ、屋内退避や避難に関する問題が浮き彫りになりました。土砂崩

れや積雪等による通行障害時の避難ルートの確保や、海路や空路等の代替手段、渋滞

抑制、避難誘導方法など、より具体的かつ明確な対策が必要です。 

昨年８月に「原子力発電施設等立地地域の振興に関する特別措置法」の対象地域が

３０キロ圏内に広がっており、早期に防災インフラ整備を行うためには、本市が指定

されるよう県からの申し出が必要です。 

＜危機管理監危機管理課＞ 

 

［防災安全部危機管理課、原子力安全対策課］ 

【内閣府／原子力規制委員会】 

○県○国 原子力事業者との安全協定の在り方について 

 
県内では、県並びに原子力発電所が立地、隣接又は隣々接している市町が、住民の

安全確保等を目的として、原子力事業者との間で安全協定を締結し、施設の運転に対

して実質的に様々な関与を行っています。 

福島第一原発事故では、安全協定を締結している自治体を超えて被害が及んだこと

から、緊急時防護措置を準備する区域としてＵＰＺが設定され、行政区域内にＵＰＺ

が存在するすべての自治体は、原子力避難計画を作成、実施する法的責務を負うこと

となりました。一方、安全協定については、対象自治体の範囲も定められておらず、

事故以前と同様に自主交渉に委ねられ、その内容も明確、統一的とは言えない現状と

なっています。 

このため、安全協定の対象となる自治体の範囲や基準等を整理し、法制化も含め、

安全協定の在り方について明確にすることが必要です。さらに、国や県の先導により

本市と事業者との協議の場を設けるなど橋渡しが必要です。 

＜危機管理監危機管理課＞ 

（要望） 

令和６年能登半島地震をうけ、災害時の屋内退避や避難時の渋滞抑制や避難誘導な

どの対策が必要であることが判明した。 

本市の原子力防災の根幹を担う福井市地域防災計画（原子力災害対策編）や福井市

原子力災害住民避難計画の実効性をより高めるため、国の防災基本計画や県の広域避

難計画要綱において、具体的な対策や方針を示すとともに、早期の防災インフラ整備

のために「原子力発電施設等立地地域の振興に関する特別措置法」の対象地域に指定

すること。 

（要望） 

住民の健康と生活環境を守るため、国、県、立地市町、行政区域内にＵＰＺが存在

する市町の役割分担と関わりを整理し、原子力施設の安全確保及び防災対策に関する

「安全協定」の在り方について明示すること。 
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 環境に関すること 

 

［エネルギー環境部循環社会推進課］ 

【環境省】 

○県○国 ごみ処理施設に対する支援について 

  
 

福井市では、「第５次福井市環境基本計画」の目指す環境像「未来へつなごう 環境

にやさしい持続可能なまち・ふくい」の実現を目指しています。また、2050 年までに

温室効果ガスの排出量を実質ゼロにすることを目指す「ゼロカーボンシティ」を宣言

するとともに、令和７年３月には「地球温暖化対策実行計画 福井市脱炭素アクショ

ンプラン」を策定し、持続可能な廃棄物処理の推進に取り組んでいます。 

一方、先行きの見えない社会情勢において、本市の財政状況も厳しさを増している

中、施設建設工事は、令和９年度が建設最終年度であり、工期の調整ができない状況

に鑑み、事業完了に必要な財源が不足することのないよう、当該年度予算での十分か

つ確実な財政措置が必要です。 

また、新施設稼働後に行う現施設の解体工事は、ごみの搬入動線を最適化すること

で、一層の安全性と利便性を向上させるものであり、事業を遅らせることなく、計画

通り確実に進める必要があります。 

これまで本市では、解体に向けて令和６年度から調査及び設計を進めており、現施

設の停止後には、施設が稼働している間は実施できない地盤の土壌汚染の有無を確認

する調査を行う必要があります。この調査は、周辺環境と地域住民の安全を確保する

うえで不可欠であり、稼働停止した後でなければ正確な調査、分析ができないことか

ら、やむを得ず、工事着工直前に実施するものです。本事業に係る「施設整備に関す

る計画支援事業」について、一連の事業を円滑かつ確実に進めるためにも、従来どお

り交付率を３分の１とすることが不可欠です。 

 

 

＜市民生活部新クリーンセンター建設事務所＞ 

（要望）  

循環型社会形成推進交付金について、施設整備に関する計画支援事業の交付率を令

和９年度以降も従来どおり３分の１とすること。 

解体工事を含む施設整備事業を遅らせることなく計画どおり完了させるため、当該

年度に安定的かつ確実な財政措置を講じること。 
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［エネルギー環境部循環社会推進課／土木部砂防防災課／土木部福井土木事務所／土

木部港湾空港課／土木部福井港湾事務所］ 

○県 海岸漂着物の迅速な処理について 

 

 

海岸漂着物処理法第１７条第１項では、海岸管理者はその管理する海岸の土地にお

いて、その清潔が保たれるよう海岸漂着物等の処理のため必要な措置を講じなければ

ならないとされています。 

現在、本市の県管理海岸における海岸漂着物については、地域の住民やボランティ

ア団体が海岸清掃を行い集積した後、海岸管理者が運搬、処理を行っています。 

集積された海岸漂着物の運搬に日数を要すると、腐敗による悪臭が発生するほか不

法投棄を誘発するなど、良好な海岸環境を著しく損ねるおそれがあるため、運搬、処

理に係る十分な予算を確保するとともに、清掃活動団体等の直接的な連絡調整体制を

確実なものとし、迅速に処理をする必要があります。 

北陸新幹線福井開業に伴い、本市を訪れる観光客が増加している中で、海岸の景観

やイメージアップの観点からも、県民、市民の要望が大きくなっています。 

 

 

＜市民生活部環境政策課＞ 

 

（要望）  

県管理海岸において、地域住民等が清掃活動を行い海岸漂着物を集積した場合、良

好な海岸環境を保持するため、十分な予算を確保するとともに、清掃活動団体等との

直接的な連絡調整を実施し、迅速に運搬、処理すること。 
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 地域福祉に関すること 
 

【厚生労働省】 

○国 重層的支援体制整備事業の拡充について 

 

令和３年４月に重層的支援体制整備事業が創設され、これまで介護、障害、子育て、

生活困窮の分野ごとに行われてきた相談支援や地域づくりなどの既存事業への補助が

一本化されるとともに、多機関協働事業や参加支援事業、アウトリーチ等継続支援事

業が加わった「重層的支援体制整備事業交付金」が交付されています。 

本交付金では、既存事業分については、国、都道府県、市町村の費用負担割合や交

付基準額等が、それぞれの制度における従来の規定と同等とされた一方、多機関協働

事業等については、人口規模に応じた交付基準額が示されています。 

本市では、既に重層的支援体制整備事業を実施しており、複雑化・複合化した福祉

課題を抱えた相談者に対応するため、本交付金を活用し、アウトリーチ支援員を増員

するなど高い専門性と経験を有する人材の確保に取り組んできたところです。 

今後も多機関協働事業等を安定的に推進していくためには、人材の確保が不可欠で

すが、当該交付基準額は令和７年度及び８年度において減額されています。 

そのため、事業実施状況や自治体の実情を踏まえ、必要な財源が確保できるよう、

交付基準額の引き上げなど、国による財政支援の拡充が必要です。 

 

【参考】                      ※太枠内：多機関協働事業等 

＜福祉健康部福祉政策課＞ 

重層的支援体制整備事業名 既存事業 負担率等 

包括的相談支援事業 【介護】地域包括支援センター運営事業 

【障害】障害者相談支援事業 

【子ども】利用者支援事業 

【困窮】自立相談支援事業 

既存事業の負担率・

補助率と同等 

地域づくり事業 【介護】地域介護予防活動支援事業 

    生活支援体制整備事業 

【障害】地域活動支援センター事業 

【子ども】地域子育て支援拠点事業 

【困窮】生活困窮者支援等のための地域づくり事業 

既存事業の負担率・

補助率と同等 

多機関協働事業 

参加支援事業 

アウトリーチ等を通じた

継続的支援事業 

－ 

国 1/2、県 1/4、市町

村 1/4、交付基準額

の上限額は人口規模

による 

（要望） 

重層的支援体制整備事業の推進には、高い専門性と経験を有した人材の確保が非常

に重要であることから、それに必要な財政措置として、人口区分に応じて定められた

多機関協働事業等の交付基準額を拡充すること。 

福祉・保健 
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 子育て福祉に関すること 

 

［健康福祉部児童家庭課］ 

【こども家庭庁】 

○県○国 障がい児等の受入れ体制の強化に対する支援について 

 

 

こどもまんなか社会の実現に向け、多様な支援ニーズを有するこどもの健やかな育

ちを支えていく必要がある中、本市の障がい児等の入園者数は、平成２６年度（１６

５人）から令和７年度（２５３人）にかけて、約１．５倍に増加しています。 

一方で、障がい児等の保育にかかる地方交付税措置の拡充に伴い、保育を要する中

軽度の障がい児の福祉増進を図ることを目的とした「ふれあい保育推進事業」に対す

る県の補助が、令和２年度から撤廃されました。そのため、障がい児等の受入れに伴

う保育士加配のための支援として、市単独で私立の保育園及び認定こども園に補助し

ています。 

地方交付税の算定にあたっては、毎年４月１日時点における障がい児等の数を基に

基準財政需要額に算入されていますが、年度途中の認定児童数分は反映されておらず、

市の負担が増加しています。 

今後、こどもまんなか社会の実現に向け、市の更なる負担が増えないよう、国や県

における適切な財政措置を要望します。 

 

 

＜こども未来部こども保育課＞ 

（要望） 

障がい児等の保育にかかる地方交付税措置について、年度途中の入所児童数分も含

めた適正な財政措置を講じること。 

また、適正な地方交付税が措置されるまでの間、県において、障がい児等の受入れ

に必要な人件費補助等に対する財政措置を講じること。 
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【こども家庭庁】 

○国 就学前教育・保育施設整備について 

 

 

就学前教育・保育施設の整備は、待機児童対策のための受け皿整備のほか、建物の

老朽化や耐震性への対応、幼児教育・保育の質の向上を図る上で、喫緊に取り組むべ

き課題であり、「こどもまんなか社会」の実現に不可欠なものです。 

本市においても、保育所や認定こども園等の新設・改修経費を一部補助する「就学

前教育・保育施設整備交付金」を活用し、これまで待機児童対策や入所児童の安全確

保、保育環境の改善を図ってきました。 

当該交付金については、令和６年度に、早期に予算上限額に達したことを受け、７

年度は、予算の拡充とともに協議方法の変更等の改善が図られましたが、施設の老朽

化等により、ますます整備を必要とする施設の増加が懸念されます。 

今後も、こどもたちに安全安心で良質な保育・幼児教育を提供するため、教育・保

育事業者の整備計画に支障が出ないよう、所要財源の十分な確保を求めます。 

 

 

＜こども未来部こども保育課＞ 

（要望）  

保育所等の施設の老朽化への対応をはじめ、幼児教育・保育の質の向上を図る上で、

施設の整備計画に支障が出ないよう、所要の財源を十分に確保すること。 
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 介護・長寿福祉に関すること 

 

［健康福祉部長寿福祉課］  

○県 社会を支える介護人材の確保について 

 

 

国は、令和７年度に介護職員処遇改善加算の見直し等を実施し、介護現場で働く職

員の処遇向上を図りながら、他の職種との処遇格差の解消に取り組み、県では、ふく

い外国人介護職員支援センターの運営や人材派遣機関と連携し、外国人介護人材確保

に取り組まれています。しかしながら、介護労働実態調査によると、福井県の約５割

の事業所で介護人材が「不足している」という調査結果となっています。 

第９期介護保険事業支援計画の最終年の２０２６年度には県内で約５５０人、２０

３０年度には約６６０人の介護職員が必要となり、外国人を始めとした介護人材の確

保に更に取り組む必要があります。 

そのため、令和９年度から技能実習制度に代わり新たに導入される育成就労制度に

おいても、本県における外国人介護人材が適切に確保され、地域の介護サービスが安

定的に維持されるよう、特段の配慮と支援を求めます。 

あわせて、介護支援専門員（ケアマネジャー）の育成及び掘り起こし、復職しやすい環境・

体制の整備についても、重点的に取り組まれるよう要望します。 

 

 

＜福祉健康部介護保険課＞ 

（要望）  

介護人材に関して、外国人介護職員の確保をさらに進めるとともに、豊富な経験や

高度な専門性が必要な介護支援専門員の育成・確保に取り組むこと。 
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［健康福祉部長寿福祉課］ 

○県 高齢者の補聴器購入にかかる支援について 

 

 

近年、高齢化の進展に伴い、高齢者の難聴が社会的課題となっています。加齢性難

聴はコミュニケーションの機会の減少や社会的孤立を招くだけでなく、認知症の発症

リスクを高める要因の一つと指摘されており、早期発見・早期対応が重要とされてい

ます。 

しかし、補聴器は高額であり年金生活者等にとっては経済的負担が大きく、必要性

を感じても購入に至るケースが少ないのが現状です。 

補聴器を購入しやすい環境を整えることは、高齢者の生活の質の低下や社会参加の

減少を防ぐとともに、将来的な認知症予防や介護予防にも資することが期待されます。 

このようなことから、身体障害者手帳の対象とならない軽度・中等度難聴の高齢者

に対する補聴器購入にかかる支援が必要です。 

 

＜福祉健康部地域包括ケア推進課＞ 

 

（要望）  

高齢者を対象とした軽度・中等度難聴者における補聴器装用の促進を図るため、補

聴器購入に対する県の財政支援制度を創設すること。 

新 
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  保健・衛生に関すること 
 
【厚生労働省】 

 ○国 保健所の人材確保について 

 

新型コロナウイルス感染症対応では、これまでに経験したことのない感染者の急増に

伴い、保健所における医療専門職の人材不足が、全国的に大きな課題となりました。 

本市においても、医師や保健師などの人材の確保に取り組んでいるところですが、特

に医師については、確保が困難な状況です。 

また、近年多発している自然災害等においても、保健所は各医療関係機関とともに市

民の健康を守る必要があります。 

今後、新たな感染症や自然災害が発生した場合に迅速かつ的確に対応できるよう、公

衆衛生医師の人材確保に関する新たな制度の創設が必要不可欠です。 

 

＜福祉健康部福井市保健所地域保健課＞ 

 

 

 

 

 

（要望）  

公衆衛生を担う保健所について、医師の不足が課題となっていることから、人材確

保に資する新たな制度を創設すること。 
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［健康福祉部健康医療局健康政策課］  

○県 国民健康保険財政への支援について 

 
 
国民健康保険加入者の特性としては、「高齢者」「自営業」「非正規雇用者」「退職者

を含む無職」などが多く含まれていることから、他の健康保険制度と比べ、所得水準

の低い方が多い傾向にあります。 

また、加入者は高齢化社会の進展により減少傾向にあるものの、一人当たりの   

医療費は医療の高度化等により増加傾向にある状況です。 

このような構造的な問題を抱えていることから、国民健康保険制度の財政基盤は 

脆弱な状態にあり、今後も厳しい財政状況が続いていくことが予想されます。 

こうした中、「国民が等しく公平で、安定的な医療保険を受けられる仕組み」を作る

ため、国は平成２７年に国民健康保険法等の一部を改正し、平成３０年度から国保の

都道府県単位化を進めてきました。この取組みでは、県が中心的な役割を担い進めて

いる標準保険料率の県内統一化や、毎年約３，４００億円の国保財政に対する国の支

援などが行われ、財政基盤の強化が図られました。 

しかしながら、持続可能で安定した医療保険制度を構築するためには、十分な対応

とは言えず、更なる国保財政の基盤強化を図るため、国及び県における様々な財政支

援策が求められています。 
 

＜福祉健康部保険年金課＞ 

 

（要望）  

被保険者の減少及び一人当たり医療費の増大に耐え得る、安定した国民健康保険財

政の基盤を確立するため、国が責任を持って財政支援策等を講じるよう、国に強く要

望すること。 

県においては国保運営の中心的な役割を担う立場として、標準保険料の急激な上昇

を抑制するなど、被保険者や市町国保会計の負担に配慮した財政支援策を、適宜講じ

ること。 
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  観光振興に関すること 

 

 

［交流文化部誘客推進課、観光政策課、インバウンド交流課］ 

○県 中部縦貫自動車道県内全線開通を見据えた観光誘客の推進に

ついて 

 

 

北陸新幹線福井開業による集客効果を県内全域へと波及させるべく、首都圏等への

情報発信や機運醸成に、オール福井で全力を挙げ取り組んできた結果、特にまちなか

では、これまでにない賑わいが創出されています。また、今後予定されている中部縦

貫自動車道の県内全線開通により、さらなる交流人口拡大の機会を迎えようとしてい

ます。 

今後は、これらの効果を高めていくことが重要であることから、これまで注力して

きた首都圏に加え、中京圏にも積極的にアプローチするなど、商談会や出向宣伝、旅

行会社や出版社等への訪問の機会を通じた切れ目のないプロモーションを展開してい

かなければなりません。 

従来、県が主体となって実施してきた首都圏主要駅での出向宣伝に加え、中京圏で

の出向宣伝についても、県内各市町との連携・協力体制のもとに実施することが必要

です。 

令和８年度においても、「中部縦貫自動車道開通スタートアップ補助金」の継続が予

定されていますが、このような市町が主体となるプロモーション活動への支援を、今

後も継続することについて要望します。また、さらなる交流人口拡大の効果を確実に

享受することができるよう、市町の協力のもと、県がリーダーシップを持ってインバ

ウンドプロモーションを強力に進めていくことについても要望します。 

 

＜商工労働部観光文化スポーツ局観光振興課＞ 

 

（要望）  

中部縦貫自動車道県内全線開通を契機としたさらなる誘客拡大を進めるため、県内

各市町への情報共有及び連携・協力体制のもと、強力なプロモーション活動を進める

こと。 

提案 

観光・商工 
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［交流文化部誘客推進課、観光政策課］ 

○県 大河ドラマの放送を契機としたプロモーションの強化について 

 

 

大河ドラマは、幅広い世代に人気の高いコンテンツです。令和８年放送の大河ドラ

マ「豊臣兄弟！」では、「お市の方」や「柴田勝家」、「茶々」などが取り上げられ、本

市の歴史の再評価につながりました。また、令和９年には「逆賊の幕臣」の放送が予

定され、松平春嶽をはじめとする福井ゆかりの偉人の登場が期待されます。加えて、

地元紙において、越前朝倉氏の隆盛を支えた朝倉宗滴の半生を描く小説「武神」の連

載が始まりました。これらゆかりの人物等を通じて、福井の魅力を全国に発信し、誘

客を促進することが重要です。 

大河ドラマ放送による誘客効果を最大限に高め、その効果を県内全域へと波及させ

るため、これまで以上に県と市町、関係団体が連携し、オール福井で効果的に情報発

信等に取り組む必要があります。 

また、これまでも、県と市町等が協力してＮＨＫに対して大河ドラマ等の発信力の

高い番組で福井を大きく取り上げてもらうよう要望活動を行っておりますが、継続し

て要望していく必要があります。 

 

【参考】 

   福井に関わる最近の大河ドラマ 

    平成２３年 江～姫たちの戦国～（お江） 

平成３０年 西郷どん     （松平春嶽、橋本左内） 

    令和 ２年 麒麟がくる    （明智光秀） 

    令和 ５年 どうする家康   （結城秀康） 

    令和 ６年 光る君へ     （紫式部） 

    令和 ８年 豊臣兄弟！    （お市の方、柴田勝家、茶々、朝倉義景） 

 

＜商工労働部観光文化スポーツ局観光振興課＞ 

（要望）  

近年、大河ドラマに、「お市の方」や「柴田勝家」などの福井ゆかりの歴史上の人

物が多く取り上げられている。 

令和９年には「逆賊の幕臣」の放送が予定され、松平春嶽をはじめとする福井ゆか

りの偉人の登場が期待される。 

これらを契機に、ゆかりの人物を通じて福井の魅力を全国に発信し、誘客を促進す

るため、これまで以上に連携したプロモーションに取り組むとともに、市町独自の取

組に対して支援を行うこと。 

提案 
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  農業、林業、水産業に関すること 

 

［農林水産部県産材活用課］  

○県 スマート技術導入の普及支援について 

 
 
スマート技術の活用は、人手不足を補い生産性を高めていく有効な手段であります。 

森林整備の促進を支援するため、森林内での境界明確化作業に有効な現地調査の手

段の開発や、ＩＣＴの利活用による森林調査及び森林経営計画の策定に必要な森林資

源のデータベースの整備など、林業分野で活用できるスマート技術が日々進歩してお

ります。県内の森林の基本情報が一体利用可能な森林クラウドが活用できれば、川上

側の情報の見える化が進みます。さらに森林クラウドのデータ更新が簡単であれば市

町の事務負担の軽減につながります。 

本市では、森林環境譲与税と森林経営管理制度を活用し、森林所有者の意向調査や

森林境界の明確化を進めています。これにより、これまで森林整備が進まなかった地

域での森林整備が進むことが想定されます。これらの情報を更新していくことで、よ

り精度の高いデータベースの整備を推進することを要望します。 

県では、森林組合連合会などと連携し、中間土場を核にした木材集荷体制の構築な

ど、生産から流通までの一連の供給体制の構築を進めています。一方で、川上の林業

経営体と川中・川下の製材、合板業者や工務店などの木材需要者との連携が十分でな

いことなど需要側が求める木材が必ずしも流通していないことが考えられます。 

そこで、川上側のデータベース（森林クラウド）を基盤として、川上から川下まで

の事業者が需給情報を共有でき、連携することのできるプラットフォームの構築を要

望します。 

 

＜農林水産部林業水産課＞ 

（要望）  

スマート技術を活用した森林クラウドを基盤として、川上の林業経営体と川中・川

下の製材、合板業者や工務店などの事業者が需給情報を共有でき、連携することので

きるプラットフォームを構築すること。 

農林水産業 
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［農林水産部水産課］ 

○県 新規就業者への支援について 

 
 
本市の水産業は、漁獲量や魚価の低迷等の影響により、漁業収入が減少し、深刻な

担い手不足の状態に陥っています。特に、一本釣り漁業、刺網漁業、延縄漁業等の個

人経営体数が減少しており、このままでは漁村地域に根差し、引き継がれてきた伝統

的な漁業（漁法）が継承されず、途絶えてしまうことが懸念されます。しかし、小型

船漁業を始めるには、漁船・漁具の調達時に多額の自己資金が必要となることから、

支援制度の強化を求めます。 
 

＜農林水産部林業水産課＞ 

（要望）  

小型船漁業に従事する人材の確保や育成を図るため、新規就業者への漁船・漁具購

入等に対する支援制度を強化すること。 
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［農林水産部水産課］ 

【水産庁】 

○県○国 漁港施設の老朽化対策への支援強化について 

 

 

国は令和４年に策定した「漁港漁場整備長期計画」において、漁港施設の長寿命化

を推進するため、漁港機能保全計画に基づく予防保全型の老朽化対策への転換を進め、

施設の長寿命化とライフサイクルコストを縮減するとともに、将来にわたる漁港施設

機能の確保を図る、としています。 

本市においても「漁港漁場整備長期計画」に基づき、平成２７年度から令和２年度

に市が管理する６漁港において「漁港機能保全計画」を策定し、国の「水産物供給基

盤機能保全事業」を活用し、漁港施設の改修を行ってきました。 

しかし、人口減少や高齢化等により、港勢の小さな本市の漁港においては「水産物

供給基盤機能保全事業」の採択要件とする漁船隻数や陸揚金額等を満たすことができ

なくなってきており、市の単独予算で対応せざるを得ない状況です。 

国や県は漁港の統合や漁港機能の集約を推進していますが、漁業協同組合や漁業者

の利便性の低下が懸念されることから、それらの同意が得られにくいのが現状です。

このため、「水産物供給基盤機能保全事業」の採択要件である利用漁船の実隻数および

登録漁船隻数「５０隻程度以上」を「２５隻程度以上」に引き下げることを要望しま

す。 

国の採択要件が緩和されるまでの間は、県において、県単漁港修築事業の予算拡大

による補助事業の充実を図る等、必要な老朽化対策への支援を行うことを要望します。 

 

＜農林水産部林業水産課＞ 

 

（要望）  

港勢の小さい漁港の老朽化対策について、国の支援が受けられるよう「水産物供給

基盤機能保全事業」の補助採択要件を緩和すること。 

国の採択要件が緩和されるまでの間は、県において、県単事業の予算拡大による補

助事業の充実を図る等、必要な支援を行うこと。 
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 有害鳥獣に関すること 

 

［農林水産部中山間農業・畜産課鳥獣害対策室]  

【農林水産省】  

 

○県○国 有害鳥獣の処理等を行う施設の整備における交付対象要件

の拡充について 

 

 

有害鳥獣捕獲後の処理方法の大部分は埋設処分となっています。 

しかしながら、住民や捕獲従事者の高齢化が進む中その負担も重く、埋設する場所

の確保も困難になっており、継続的な捕獲の実施及び捕獲強化を図るためには、埋設

負担を軽減する処理施設の整備が必要となっています。 

そこで、微生物を利用して捕獲獣を分解する減容化施設と捕獲獣の一時冷凍保管施

設庫を整備することとし、関係部局、関係機関、関係者と協議を行い、整備をすすめ

ています。 

有害鳥獣を処理する施設の整備については、国の定める鳥獣被害防止総合対策交付

金の活用が考えられますが、交付対象範囲が建設する初年度のみであることから、単

年に限らず、複数年にまたがる施設整備期間中であれば補助対象となるよう、財政支

援の拡充及び要件の緩和を要望します。 
 

＜農林水産部林業水産課有害鳥獣対策室＞ 

 

 

 

 
 

（要望）  

有害鳥獣の処理等を行う施設の整備に対し、交付対象要件を拡充すること。 
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［農林水産部中山間農業・畜産課鳥獣対策室］ 

○県 侵入防止柵の更新における補助制度の創設について 

 

 

有害鳥獣による農作物被害の軽減に向け、地元集落に対し電気柵など侵入防止柵の

整備支援による防除対策を実施しています。 

近年では、新規の侵入防止柵整備の要望だけでなく、経年劣化や動物の接触等によ

る破損のため、これまでに整備してきた侵入防止柵の資材の一部を交換したいという

要望が増えています。 

新規ならびに耐用年数の経過により一式を更新する侵入防止柵の整備には、国や県

の支援が活用できますが、耐用年数が経過していない資材の一部交換には活用できず、

田畑を荒らされた農業者や獣害対策実施者の耕作意欲の減少、さらに高齢化や担い手

不足にも影響を与えるものとなっています。 

地域ぐるみで適切な獣害対策を継続するためには、侵入防止柵の適切な維持管理の

継続が必要不可欠であり、資材の一部交換に対する補助制度の創設を要望します。 

 

 

＜農林水産部林業水産課有害鳥獣対策室＞ 

 

（要望）  

侵入防止柵の更新について、その経費に対する補助制度を創設すること。 

新 
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 農村基盤に関すること 

 

［農林水産部農村振興課］ 

【農林水産省】 

○県○国 農業集落排水の安定的な運用について 

 

本市の農業集落排水処理施設は、管理をする地区数が２３地区と多く、設備につい

ても耐用年数を超え、老朽化が進行していることから、計画的な更新及び補修が必要

です。 

「重立地区」については、供用開始から１９年、「風巻地区」については、前回の機

能強化事業実施後２９年が経過しており、経年による施設の老朽化が進み維持管理費

が増大しています。 

今後も安定的な汚水処理を行うためには、機能強化事業により施設機器の更新及び 

補修を行い長寿命化を図るとともに、施設の統廃合を含めた効率的な維持管理を行う

必要があることから、令和９年度の新規事業として採択するよう要望します。 

加えて、既に採択いただいた機能強化事業は、施設の機能維持、安定的な運用、公 

衆衛生の確保の観点からも確実な事業実施が求められます。事業を計画的に実施して

いくために、十分な財源の確保と継続的な支援を併せて要望します。 

 

＜上下水道局事業部下水施設課集落排水管理事務所＞ 

 

 

 

 

 

 

（要望）  

農業集落排水施設（重立地区及び風巻地区）の機能強化事業について、令和９年度

の新規事業として採択すること。 

農業集落排水施設の長寿命化対策へ安定的かつ継続的な支援をすること。 
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［農林水産部森づくり課］ 

【農林水産省】 

○県○国 林業集落排水の制度創設について 

 

本市では林業集落排水処理施設の２地区（間戸地区、天田地区）を含む集落排水処 

理施設２７地区を管理しており、設備については耐用年数を超え、老朽化が進行して 

いることから、計画的な更新及び補修が必要です。 

「間戸地区」は供用開始から２２年、「天田地区」は供用開始から１６年が経過して 

おり、経年による施設の老朽化が進み維持管理費が増大しています。 

今後も安定的な汚水処理を行うため、機能強化事業により施設機器の更新及び補修 

を行い長寿命化を図るとともに、適正な維持管理を行う必要があることから、負担軽 

減のためにも補助制度の創設を要望します。 

 

＜上下水道局事業部下水施設課集落排水管理事務所＞ 

 

 

 

 

 

 

（要望）  

林業集落排水処理施設の長寿命化対策を図るため、施設の更新・補修を補助対象と

した制度を創設すること。 

新 
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［農林水産部農地整備課］  

【農林水産省】 

○県○国 農業の競争力強化対策の推進について 

水利施設等保全高度化事業（県営）足羽酒生地区 

 
 
国は、農業水利施設の適切な更新・長寿命化対策に加え管路化・ＩＣＴ活用等によ

り水利用の効率化、水管理の省力化を推進しています。県は、排水条件の整備を行う

ことで、収益性の高い水田営農の確立を推進しています。 

本市においては、国・県の補助事業・交付金を活用しながら、農業生産基盤の整備

により、生産性の向上及び経営の合理化を図るため、県営事業に対して支援をしてい

ます。 

足羽酒生地区は、昭和４５年から昭和４７年にほ場及び用排水路が整備され、排水

路は整備後５０年が経過していることから老朽化が著しく、湿田状態であるため汎用

化に取組めない状況です。また、大雨時には下流で湛水被害が発生し、水門について

も足羽川の水位上昇の際に逆流の恐れがある状況です。 

 

【参考】 

 
                    新規事業 水利施設等保全高度化事業（予定） 

                    事業期間：令和９年度～令和１３年度 

                      事業内容：排水路工   ２．６ｋｍ 

                           水門工    ２箇所 

                      総事業費：９００，０００千円 

                      補 助 率：国５０％、県２５％、市１５％ 

                      市負担額：１３５，０００千円 

 

 

 

 

 

 

＜農林水産部農村整備課＞ 

（要望）  

 老朽化した排水路及び水門を整備し、水田の汎用化を促進して高収益作物の導入を

可能とするとともに、幹線排水路の湛水被害等の災害リスクの軽減を図るため、令和

９年度事業採択に向け特段の配慮をすること。 

新 

県営産業団地 
建設予定地 
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［農林水産部農地整備課］  

【農林水産省】 

○県○国 農村地域の防災減災対策の推進について 

農村地域防災減災事業（県営）福井東部（橋梁）地区 

 
 
国は、近年頻発化・激甚化する豪雨災害や地震等による災害を防止し、農村地域の

防災力の向上を図るための総合的な防災・減災対策を推進しています。また、県は、

農村地域で発生する自然災害を未然に防止し、防災対策の緊急度が高い農業用施設等

を整備することで、地域防災機能の強化を推進しています。 

本市においては、国・県の補助事業・交付金を活用しながら、農業基幹施設の防災・

減災対策の整備や長寿命化に向けて実施する県営事業に対して支援をしています。 

福井東部広域農道は、昭和４５年から昭和５６年に整備され、約５０年が経過して

いることから老朽化が著しいうえに、地域の主要道路として利用されていることから

施設の耐震対策が急務となっている状況です。 

 

【参考】 

                      新規事業  農村地域防災減災事業（予定） 

                      事業期間：令和９年度～令和１３年度 

                      事業内容：耐震補強工（東部跨線橋）１式 

耐震補強工（足羽橋）  １式 

                      総事業費：５００，０００千円 

                      補 助 率：国５５％、県２５％、市２０％ 

                      市負担額：１００，０００千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜農林水産部農村整備課＞ 

（要望）  

 自然災害による生命・財産の被害を未然に防止するとともに、地域防災機能の強化

を図るため、令和９年度事業採択に向け特段の配慮をすること。 

新 
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［農林水産部農地整備課］  

【農林水産省】 

○県○国 農村地域の防災減災対策の推進について 

農業水路等長寿命化・防災減災事業（団体営） 

山内谷１０地区、田尻栃谷３地区、小谷地区 

  
国は、近年頻発化・激甚化する豪雨災害や地震等による災害を防止し、農村地域の

防災力の向上を図るための総合的な防災・減災対策を推進しています。ため池につい

ては、決壊による人的被害発生のリスク低減のため、営農に使用していない防災重点

農業用ため池の廃止を推進しているところです。県は、防災重点農業用ため池の改修

を行うとともに、市が実施する廃止工事（団体営事業）の支援を行っています。 

本市に存在する農業用ため池１２９か所のうち、４８か所が防災重点農業用ため池

に指定されていますが、その大部分は築造から相当年が経過し、補修を要する状態で

す。ため池堤体及び取水施設の老朽化が著しく、下流には住宅が連担しており、堤体

が崩壊した際には下流域の人家等が浸水することが想定されます。 

このため、本市においては、国の補助事業を活用しながら、防災重点農業用ため池

の貯留機能を廃止することより、災害発生リスクの除去に努めています。 

 

【参考】 
新規事業 農業水路等長寿命化・防災減災事業 

  事業期間：令和９年度～令和１１年度 

事業内容：堤体撤去工  １箇所 

                           水路整備工  １式 

                           仮設工    １式 

                      事業主体：福井市 

                      事業地区：①山内谷１０地区 

                           ②田尻栃谷３地区 

                           ③小谷地区 

                      総事業費：①５０，０００千円 

                           ②４７，５００千円 

                           ③６０，０００千円 

                      補 助 率：定額（国１００％） 

                      市負担額：なし 

 

 

＜農林水産部農村整備課＞ 

（要望）  

 老朽化し、営農に使用されていない防災重点農業用ため池の廃止工事を実施し、決

壊時における下流域の人家等の浸水害発生リスクの低減と安全な農村集落の実現を

図るため、令和９年度事業採択に向け特段の配慮をすること。 

新 

N 
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  道路に関すること   【巻末資料（２）参照】 

 

［土木部道路建設課] 

○県 一般県道 徳光福井線バイパスの早期事業化について 

 
 
本路線は、狭隘区間や屈曲する箇所があり、冬期間は積雪による交通障害が発生し

ています。 

こうした状況を受け、平成１７年５月に地域の意見を反映できるよう、地元関係者

と県、市から成る「道づくり協議会」が設置され、平成１９年３月には徳光町から一

般国道１５８号までの概略ルートが定まりました。平成２５年度より徳光町から下細

江町の区間について整備が進められ、令和５年度に完成していますが、下細江町から

一般国道１５８号までの区間は、「道路整備プログラム」に掲載されてはいるものの、

事業化されていない状況となっています。 

本路線は、一般県道徳光鯖江線と連絡することで本市と鯖江市を結び、一般国道８

号のバイパス道路としての役割を担っています。また、積雪時の走行性及び定時性の

確保に加え、国道８号の交通混雑の緩和により、経済活動の活性化や地域振興に寄与

することが期待されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜建設部道路課＞ 

 

（要望）  

下細江町から一般国道１５８号までの区間を早期に事業化すること。 

建設・生活インフラ 
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［土木部道路建設課] 

○県 一般県道 吉野福井線バイパスの早期事業化について 

 
 
現道は道路幅員が狭隘である上、異常気象時通行規制区間に指定されており、連続

雨量が基準値を超過した場合には通行止めとなる区間です。本区間は、「道路整備プロ

グラム」に掲載されているものの、事業化には至っていない状況となっています。 

本路線の整備により、緊急車両の円滑な通行を確保するとともに、災害発生時にお

ける物資輸送及び応急対応の迅速化が図られ、防災機能の強化が期待されます。また、

令和８年７月に「福井永平寺間県道バイパス整備促進期成同盟会」が設立されるなど、

早期整備への機運も高まっています。 

さらに、本路線は、大本山永平寺へ至る観光ルートとして将来構想（延伸計画）を

掲げている「福井永平寺間県道バイパス」の一部を構成します。完成すれば、福井市

中心部と永平寺とを最短距離で連絡し、さらには、国道 364 号を介して一乗谷朝倉氏

遺跡へも繋がることから、国内外からの観光客の誘致が促進され、地域の観光産業の

振興に資することから、当該区間の早期事業化を要望します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜建設部道路課＞ 

（要望）  

坂下町から永平寺町松岡西野中までの区間を早期に事業化すること 

新 

事業化要望区間 
将来構想区間 
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   河川、砂防、海岸、港湾に関すること 【巻末資料（３）参照】 

 

［土木部河川課]  

○県 河川改修事業（芳野川・大森川）の推進について 

 
 

県管理の一級河川芳野川は、森田北東部土地区画整理事業により河川用地を生み出

し、県施工により改修が完了していますが、排水機場は未整備となっています。排水

時に道路を横断してホースを設置するため、迅速な対応が困難であり、車両の通行に

支障をきたしています。 

また、一級河川大森川については、流域の全容を把握し、河道の拡幅など、早急に

浸水対策に向けた工事を行うための計画の策定が必要です。 

 

 
【位置図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜建設部河川課＞ 

（要望）  

一級河川芳野川への排水機場を整備すること。 

一級河川大森川の河道の拡幅など浸水対策に向けた工事を行うための計画を策定

すること。 

北
陸

新
幹

線
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［土木部河川課］  

 

○県 河川改修事業（狐川）の着手について 

 

 

県管理の一級河川狐川は、ハピラインふくい線から下流は河川改修により整備済

ですが、上流については未改修となっています。そのため、大雨の度に狐川が溢れ、

周辺の水路が流れなくなり、住宅の浸水や道路冠水などの多大な被害が発生してい

ます。 

近年は、気候変動の影響により豪雨災害が激甚化・頻発化しており、ハピライン

ふくい線から上流域の木田地区では宅地化が進んでおり、更なる被害の増加が懸念

されることから、早急な浸水対策が必要です。 

本市では、流域治水の対策として既存の公園を活用した調節池の整備等に取り組

んでおりますので、一日も早く河川整備計画を策定し、改修未計画区間の事業着手

を要望します。 

 

 
【位置図】 

 
 

＜建設部河川課＞ 

（要望）  

ハピラインふくい線から上流の改修未計画区間について事業に着手すること。 
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［土木部河川課］  

 

○県 河川改修事業（八ケ川・北川）の整備について 

 

 

県管理の一級河川八ケ川・北川は、河川整備計画を策定し令和６年度には北川下

流部の事業区間は完了しましたが、令和７年度より一部区間が未整備のまま事業を

休止しています。 

しかしながら、同河川の流域においては河川整備計画区間の内外関わらず、接続

する河川の流下能力不足により浸水被害が頻発化しているため、早急な浸水対策が

必要です。 

本市では、流域治水の対策として調節池の整備等に取り組んでおりますので、一

日も早く浸水被害を軽減できる河川の整備を要望します。 

  

 

【位置図】 

 

 

＜建設部河川課＞ 

（要望）  

流域における浸水被害を軽減するため河川の整備をすること。 

新 
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［土木部砂防防災課]  

○県 県単急傾斜地崩壊対策事業の制度拡充について 

 

 

福井市内には、急傾斜地の崩壊による土砂災害特別警戒区域が１，５９４箇所指定

されています。これらの内、本市では一定の要件を充たす箇所において県単急傾斜地

崩壊対策事業を実施していますが、近年大雨による土砂災害が全国で多発しており、

市民から急傾斜地崩壊対策に関する要望が増えています。 

本市には当事業の対象箇所が数多く存在し、住民生活を脅かしていることから、一

刻も早く対策を講じる必要がありますが、事業に必要な測量試験費や補償費等は補助

対象外であり、市の負担が大きくなっているため、制度の拡充を要望します。 

 

＜建設部河川課＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（要望）  

事業進捗を図るため、測量試験費や、補償費等を補助対象へ拡充すること。 
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［土木部港湾空港課、農林水産部水産課] 

○県 鷹巣港および鷹巣漁港内への砂の流入防止対策について 

 

 

県管理の鷹巣港は小型船舶が安全に停泊する避難港として、鷹巣漁港は漁業活動の

拠点として重要な役割を担っていますが、近年、鷹巣港および鷹巣漁港の航路や泊地

内に砂が流入・堆積するため、県が海底の堆砂状況を把握し、浚渫を行っているとこ

ろです。 

冬季に地元の漁船の出入港に支障が出ていることに加え、天然の岩礁域に生息する

魚介類の生息環境を阻害するおそれもあることから、今後も適切に浚渫を実施してい

ただくとともに、砂の流入を防ぐための抜本的な対策を行うよう要望します。 

 

＜農林水産部林業水産課＞ 

 

 

（要望）  

鷹巣港および鷹巣漁港内に砂が堆積し、船舶の航行に支障が出ているため、原因を

調査し、砂の流入を防ぐための抜本的な対策を講じること。 
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［土木部河川課］ 

【国土交通省】 

○県○国 足羽川ダム建設事業の促進について 

 

 

本市は、九頭竜川、日野川、足羽川の三大河川が流下する低平地に位置しており、

浸水常襲地域となっています。近年の異常気象によるゲリラ豪雨や台風による出水に

より、市街地を貫流する足羽川がひとたび氾濫すると、人々の暮らしや産業等に深刻

な影響を与えることになります。 

足羽川の治水対策において重要な役割を果たす足羽川ダムについては、令和１１年

度の完成を目指し、ダム本体工事や水海川導水トンネル工事などが実施されています。 

つきましては、早期の治水効果発現のため今後も遅滞なくダム事業を進捗させるこ

とを要望します。加えて、ダム自体の能力を発揮し、下流域の治水安全度の向上を図

るため、足羽川ダム本体及び水海川導水トンネル完成後は、引き続き、計画されてい

る足羽川、割谷川、赤谷川からの導水路建設の推進を図るよう要望します。 

 

【参考】 

 

 

＜建設部河川課＞ 

（要望）  

一日も早いダム完成のための必要な予算措置をすること。 

足羽川ダム本体及び水海川導水トンネル完成後は、引き続き、足羽川、割谷川、赤

谷川からの導水路建設の推進を図ること。 
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 水道、下水道に関すること 

 

［土木部河川課］ 

【国土交通省】 

○県○国 上下水道施設の耐震化・老朽化対策等に対する支援について 

 

 

令和６年の能登半島地震や７年の埼玉県八潮市で発生した下水道管の破損に起因す

る道路陥没事故などを受け、国は、下水道管路施設の点検手法や頻度の見直し等の検

討を進めております。今後、新たな点検・修繕等の実施に伴い、地方自治体の財政負

担や業務負担が大幅に増加することが懸念されます。 

本市においては、各事業の経営戦略等を策定し、管路や施設の耐震化・老朽化対策

等を進めているところです。しかし、本市には、耐用年数を超えた多くの管路や施設

があり、耐震基準を満たしていない状況にあることから、計画的な改築が必要です。 

特に、令和６年度から工事に着手している足羽ポンプ場更新事業や、今後工事に着

手する原目配水池更新事業及び九頭竜浄水施設更新事業は、本市の重要な基幹事業で

あり、確実な実施が求められます。 

また、山間部や沿岸部での生活の基盤となる簡易水道事業においても、老朽化対策

を進めていく必要があります。 

一方、人口減少に伴う料金収入・使用料収入の減少に加え、物価の高騰などにより、

今後、これまで以上に、上下水道事業の経営が厳しくなる状況の中においても、着実

に、将来にわたって安全で安心な上下水道サービスを提供していくためには、施設の

耐震化・老朽化対策等を推進していかなければなりません。 

毎年の安定した予算の確保と重点的かつ継続的な支援が重要であり、交付金、補助

金の要望額どおりの支援について、特段の配慮をお願いします。 

また、水道事業、簡易水道事業に対する財政支援の拡充、国費率の大幅な引き上げ

及び要件の撤廃を強く要望します。 

 

 

＜上下水道局経営部経営管理課、 

      事業部水道管路課、水道施設課、簡易水道課、下水管路課、下水施設課＞ 

 

（要望） 

大規模な自然災害等の際にも被害を未然に防ぎ機能を維持するため、上下水道施設

の耐震化・老朽化対策等に対し、安定的かつ継続的な支援を行うこと。 
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  教育環境に関すること 

 

［教育庁教育政策課] 

【文部科学省】 

○県○国 学校教育施設整備への支援について 

 

本市の学校施設は、昭和４０年代から５０年代に集中的に整備されており、老朽化が

顕著となっています。このため、児童生徒が安全安心に学校生活を過ごすことができる

よう、学校施設の全面的な長寿命化改良を行うほか、屋上や外壁の予防的な改修工事を

計画的に推進しています。 

このような中、長寿命化事業においては、改修面積に国が定める単価を乗じた配分基

礎額を上限に学校施設環境改善交付金が算出されていますが、実際かかる事業費は配分

基礎額を大きく超えており、結果的に総事業費に占める交付金の割合は低くなります。 

また、予防改修事業においては、対象建物が建築後２０年以上４０年未満であるもの

という条件が付されていることから、本市における学校施設については、交付金の対象

事業にできず、市単独の財源にて改修を行っているところです。いずれの長寿命化改良

事業におきましても、計画する事業を着実に行えるよう、国の当初予算において十分な

規模の予算確保を要望します。 

 

                    

＜教育委員会事務局学校施設課＞ 

（要望）  

長寿命化改良事業のうち、長寿命化事業に係る交付金について、実情に見合った補

助単価の引き上げを行い、十分な財源措置を講じること。 

また、予防改修事業に係る交付金について建築後４０年以上経過した建物も対象と

すること。 

教育 
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［教育庁教育政策課］ 

○県 学校体育館空調設備整備に対する支援について 

 

 

学校体育館は、平常時から授業や学校行事など教育活動に利用されるが、夏場には

熱中症警戒アラートにより活動が制限される事態が生じています。 

本市においては、避難所機能強化を目的に、停電時にも使用可能な空調設備を小学

校体育館に整備し、高齢者など要配慮者も安心して避難できる環境づくりを進めてい

るところですが、中学校におきましても教育の観点から整備が必要となります。 

児童・生徒にとって安全・安心で快適な教育環境を確保するため、早期に体育館空

調が整備されるよう、県独自の財政的支援制度の新設を要望します。 

 

＜教育委員会事務局学校施設課＞ 

 

（要望）  

学校体育館空調設備の整備に対する学校施設環境改善交付金の活用にあたり、より

多くの学校へ早期に整備できるよう県独自の財政支援制度を創設すること。 

新 
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［教育庁教職員課、教育政策課]  

【文部科学省】 

○県○国 教員の適正配置について 

 
 
近年、こどもを取り巻く環境は多様化かつ複雑化しており、指導内容の変化や保護

者への対応等に教員は多くの時間を費やすため、教材研究やこどもたち一人一人に丁

寧に向き合う時間を十分に確保することが難しくなっています。 

また、産休・育休や介護休暇等に対する代替教員が不足しています。育休を取得す

る男性教員が増えてきていることもあり、教員不足状態が恒常化しています。教員不

足のため多忙となっている現状から、身体的・精神的理由により病気休暇を取得する

教員が増えるという悪循環が起こっています。このような、代替教員を確保できない

状況では、小中学校においては学級担任が不足して教頭が担任業務を担ったり、中学

校においては教科によっては受け持つ教員がいない事態が生じたりすることが懸念さ

れます。さらに、教員採用試験の倍率低下に伴い、代替教員として勤務できる講師の

数が激減しているため、教員不足に拍車がかかっています。 

このような状態を恒常化させないため、定年延長した教員と再任用教員が、産休・

育休や介護休暇等を取得した教員の代替として勤務できる制度の導入を強く要望しま

す。 

また、児童生徒の個別対応が求められ、保護者対応も複雑化している昨今、担任の

業務が増大しています。大きな負担を抱えている担任に対する手当や保障の拡充が必

要不可欠です。 

 

 

＜教育委員会事務局学校教育課＞ 

 

（要望）  

産休・育休や介護休暇を取得する教員に対する代替教員の確保に努め、教員不足に

ならないよう適正に配置すること。 
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［教育庁教職員課] 

【文部科学省】  

○県○国 特別支援教育充実のための人員の配置について 

 
 
特別支援学級の国の学級編制基準は、障がい種別を問わず上限８名までとなってい

ます。しかし、特別支援学級に在籍する児童生徒の実態や指導内容、学年、保護者の

ニーズは様々であり、最大８名の児童生徒に１人の担任が一律に指導する体制では、

個々の教育的ニーズに応じた指導の質と学校生活の安全を同時に確保することが困難

であります。 

また、インクルーシブ教育が浸透するのに伴い、学校教育法施行令第２２条の３の

障害の程度に該当し、特別支援学校へ就学することが望ましい児童生徒が地域の学校

へ就学する事例が増加しているほか、医療的ケアを必要とする児童生徒が地域の学校

での就学を希望するケースも増えています。加えて、通常学級においても特別な支援・

配慮を要する児童生徒が増加しており、通級指導の充実や、支援員及び看護師による

サポートが求められています。 

これらのことから、特別支援学級や通級指導、通常学級での支援を行う教員や支援

員、看護師を確保していくことが必要です。 

そのため、特別支援学級においても、在籍する人数や特別支援学校対象の児童生徒

数によって支援員を配置する制度の創設及び通級による指導担当教員や支援員を適正

に配置するための支援制度の拡充に加え、国の学級編成基準の見直しを強く要望しま

す。特に、学校教育法施行令第２２条の３の障害の程度に該当する児童生徒が、地域

の小中学校への就学を決定した場合に、教員加配を希望します。 

 

＜教育委員会事務局学校教育課＞ 

 

（要望）  

特別支援学級においてきめ細かな指導ができるよう、在籍する人数や障がいの程度

によって支援員を配置する制度を創設すること。 

通常学級においても特別な支援を必要とするこどもたちに対応できるよう、通級に

よる指導担当教員や支援員を適正に配置するための支援制度を拡充すること。 

現在、在籍児童生徒８名で１学級の編成となっている特別支援学級における学級編

成基準を、６名で１学級の編成である特別支援学校の学級編成基準と同様になるよ

う、県から国に働きかけること。 
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［教育庁保健体育課］ 

【文部科学省】 

○県○国 中学校給食の無償化について 

 

 

本市では、子育て世帯の経済的負担軽減および教育環境の充実を目的として、令和

８年度から、国による「学校給食費の抜本的な負担軽減」に加え、食材価格の高騰分

に係る市独自の支援を行うことにより、市立小学校給食の完全無償化を実施していま

す。これにより、児童の健やかな成長と保護者の安心につながる一定の成果が得られ

ています。 

一方で、中学校給食につきましては、依然として保護者負担が継続している状況で

あり、義務教育段階における給食費負担の不均衡が生じています。 

中学校の就学期間は、給食費に加え、部活動費、教材費、制服・学用品費等家計の

出費が増加する時期であり、近年の物価高騰も相まって、子育て世帯の経済的負担は

一層重くなっています。 

全国的にも、小学校給食の無償化は進展しつつあるものの、中学校給食の無償化に

ついては、自治体単独での対応には財政的制約が大きく、地域間格差が生じています。 

義務教育の公平性確保、少子化対策の推進、並びにこどもの健全な成長を支える観

点から、中学校給食の無償化が早期に実現されることが必要です。 

 

 

＜教育委員会事務局学校給食課＞ 

（要望）  

中学校給食の給食費について、全額国費負担による無償化を早期に実現すること。 

国による無償化が開始されるまでの間、県において、県内市町の中学校給食無償化

にかかる財政支援制度を速やかに新設すること。 

新 
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［健康福祉部こども未来課］ 

【こども家庭庁】 

○県○国 放課後児童クラブに係る財政支援の充実について 

 

 

放課後児童クラブの果たす役割は、社会情勢の変化などにより、ますます重要にな

ってきており、その安定運営に向けた職員の処遇改善が必要不可欠です。 

処遇改善については、従来の補助基準額に加え、令和４年２月の「コロナ克服・新

時代開拓のための経済対策」による約３％の処遇改善、令和６年度の「常勤支援員２

名以上配置」した場合の補助基準額の創設、令和７年度の補助基準額の増額等の進展

がみられました。 

しかし、本市を含め全国的に、放課後児童クラブ職員の平均給与は、他職種の平均

給与を下回っており、慢性的な人材不足の傾向が見られることから、根本的な賃金改

善のため、国に対して放課後児童クラブの運営等に対する補助基準額のさらなる引上

げ等の財政措置を要望します。 

また、近年、放課後児童クラブ職員の処遇改善が図られていく中で、その制度が複

雑化しており、事業者からは事務の簡素化など改善を望む声が寄せられています。 

このほか、県では、ひとり親家庭や生活保護世帯等に対する児童クラブ利用料の助

成制度を行っていますが、現在の助成制度は兄弟姉妹がいる世帯は対象となっておら

ず、本市としては多子世帯の保護者の負担軽減も重要と考えていることから、制度の

拡充を要望します。 

 

＜こども未来部こども育成課＞ 

（要望） 

放課後児童クラブ職員の新規人材の確保や離職防止の観点から、他職種と比べて同

水準となるよう根本的な賃金改善を実現するため、補助基準額の引上げ等の財政措置

を図るとともに、処遇改善事業に関連する事務の簡素化を図ること。 

県は、多子世帯に対する利用料の負担を軽減するため、助成制度の拡充を図ること。 
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 財源確保、事業推進等に係る要望 
 
 



+

要望 要望先 福井市 担当部局

市街地再開発事業等について

民間による市街地再開発事業について、スマートウェルネス住宅等推進
事業補助金及び防災・省エネまちづくり緊急促進事業補助金の予算措置
をすること。
市街地再開発事業補助金について、国の予算措置に合わせて事業が執行
できるよう必要な予算を確保すること。

福井城址周辺整備事業について

福井まちなか地区（第２期）都市再生整備計画（計画期間：令和６～１
０年度）の着実な推進のため、都市構造再編集中支援事業による確実な
予算措置をすること。
「県都グランドデザイン」に基づき、福井城址や養浩館庭園等の歴史資
源をつなぎ回遊性の向上を図る福井城址周辺整備事業への財政支援を継
続すること。

+

要望 要望先 福井市 担当部局

輔仁会明倫学舎への支援について

学生寮として本市をはじめ福井県出身者の東京圏における就学を支援
し、当該学生と本県企業や県在住の学舎ＯＢとをつなぐ活動を行ってい
る同学舎への支援を継続するとともに、財政措置を拡充すること。

要望 要望先 福井市 担当部局

雪寒指定道路の指定基準の緩和等について

雪寒事業について、雪寒指定道路の指定基準の緩和及び補助率のかさ上
げにより、除排雪経費への十分な財政措置を図ること。

消雪施設整備及び除雪機械購入費等に対する社会資本整備総合交付金の
総額確保について

冬期間の安全で安心な道路交通を確保するため、消雪設備の整備や除雪
機械の購入費等に対する社会資本整備総合交付金の総額を確保するこ
と。

大雪等の自然災害による突発的な経費について

大雪等の自然災害は突発的に発生するものであり、市が事前に対応出来
る施策には限界があるため、災害経費に係る県の新たな財政支援制度を
創設すること。
大雪時における市町村道の除雪に対する臨時特例措置について、対象路
線の基準の緩和及び補助率のかさ上げにより、地方財政への支援強化を
図ること。

■中心市街地のまちづくりに関すること
要望内容

国土交通省

土木部
　都市計画課

都市政策部
　都市整備課

国土交通省

未来創造部新幹
線・交通まちづく
り局
　交通まちづくり
課
土木部
　都市計画課

都市政策部
　都市整備課

■大雪等に関すること
要望内容

国土交通省
建設部
　道路課

土木部
　道路建設課

国土交通省

建設部
　道路課

総務部
　市町協働課
土木部
　道路建設課

国土交通省

財政部
　財政課
建設部
　道路課

未来創造部
　定住促進課
　東京事務所

総務部
　文書法制課

■移住定住に関すること
要望内容

都市機能

生活・防災

本市では、地域の拠点である中核市として、近隣の市町と連携し、経済成長の牽引や都市機能

の集積・強化を図ることにより、人口減少・少子高齢化等の諸課題の解決に積極的に取り組んで

います。

こうした中で、極めて厳しい財政状況において、本市はこれらの課題に対し、持続可能な社会

を実現するための取組として、子育て環境の整備や教育環境の充実、社会資本の長寿命化などを

着実に進めていく必要があります。

本市が地域の拠点都市としての役割を十分に果たしていくため、次に掲げる施策の推進及び予

算措置について、特段の配慮をお願いいたします。

新

地方創生
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要望 要望内容 要望先 福井市 担当部局

防災行政無線及び災害現場等で用いる通信手段に係る財政措置の拡充に
ついて

防災行政無線の更新及び代替整備等並びに災害現場や避難所等で用いる
通信手段に係る財政措置を拡充すること。

防犯カメラ設置補助事業の継続等について

防犯カメラの設置に対する補助を継続すること及び補助対象区域を市町
の実状に応じた地区単位に対応できるようにすること。

個別避難計画作成経費に係る財政措置の拡充について
避難行動要支援者に係る個別避難計画について、平時から地域や福祉と
連携し、実効性のある計画が策定できるよう支援を継続するとともに、
財政措置を拡充すること。

福井県地域防災計画における地域指定について

近年、気象状況が大きく変化しており、ダウンバースト等に伴う想定外
の突風等により日本全国において被害が発生しています。こうした被害
への支援として「住宅・建築物安全ストック形成事業」の対象となるよ
う、福井県地域防災計画等において対象区域を指定すること。

福祉避難所支援事業補助金の拡充について

福祉避難所支援事業補助金について、既存の福祉避難所の備蓄品の更新
期限が迫っていることから「新規の福祉避難所のみ」ではなく、既存の
避難所も備蓄品更新が可能となる補助制度とすること。

要望 要望先 福井市 担当部局

生活困窮者あんしんサポート事業について

物価高による影響が大きい生活困窮者を一時的に支援するため、生活困
窮者あんしんサポート事業の継続に必要な財源を確保すること。

ひきこもり支援について

当事者・家族等の状況に応じた支援を行えるよう、潜在的なひきこもり
の方へのアプローチ強化策を実施するとともに、ひきこもり支援推進事
業の補助率の引き上げや支援の実施等に係る必要十分な財政措置を行う
こと。

身近な地域の支え合い推進モデル事業について

世代や属性を問わない地域住民の共助による地域づくり体制を構築する
ため、身近な地域の支え合い推進モデル事業を継続すること。

要望 要望先 福井市 担当部局

市単独事業のタクシー利用等に係る外出支援について

在宅の障がい者が日常生活を行うためのタクシー利用料金の一部を助成
する事業に対する支援制度を創設すること。

福祉健康部
　福祉政策課

総務省
危機管理監
　危機管理課

■防犯・防災に関すること

防災安全部
　県民安全課

危機管理監
　危機管理課

■障がい福祉に関すること
要望内容

健康福祉部
　地域福祉課

福祉健康部
　地域包括ケア推進
課課

■社会福祉に関すること
要望内容

健康福祉部
　地域福祉課

福祉健康部
　福祉政策課

健康福祉部
 障がい福祉課

福祉健康部
　障がい福祉課

健康福祉部
　地域福祉課

防災安全部
　危機管理課
健康福祉部
　地域福祉課
内閣府

危機管理監
　危機管理課

土木部
　建築住宅課
防災安全部
　危機管理課

危機管理監
　危機管理課

厚生労働省
健康福祉部
　障がい福祉課

福祉健康部
　福祉政策課

福祉・保健

新

新

新

-66-



要望 要望先 福井市 担当部局

介護用品支給事業を地域支援事業交付金の任意事業として継続すること
および交付金の上限額廃止について

介護用品支給事業について、地域支援事業交付金の任意事業の対象期間
が第９期介護保険事業計画期間である令和９年３月３１日までとなって
いるが、４月１日以後も地域支援事業交付金の任意事業として事業を継
続するとともに交付金の上限額を廃止すること。

要望 要望先 福井市 担当部局

貧困やひとり親家庭の子どもに対する学習支援事業について

福祉的な視点から、支援を必要とする生活困窮世帯やひとり親家庭の 子
どもに対する学習支援事業を自治体が積極的に行うことができるよう、
補助率を見直すこと。

子ども医療費助成制度における補助対象年齢の拡大について

子ども医療費助成制度における補助対象の年齢を高校３年生（１８歳年
度末）までに拡大すること。

病児保育事業について

　病児保育事業の国庫基準額について、定員数が多い施設ほど経費が嵩
む実情を踏まえ、「基本分の単価を定員区分に応じて加算する」ととも
に、感染症対応について実際の運営コストを反映し、「感染症対応加算
を増額する」よう見直しを図ること。

要望 要望先 福井市 担当部局

予防接種の財源について

定期予防接種に係る財源について、交付税措置から全額国庫負担とする
こと。

がん検診の受診促進について

「新たなステージに入ったがん検診の総合支援事業」の対象年齢の拡大
と胃がん、肺がん、大腸がんを助成対象がんに追加すること。

要望 要望内容 要望先 福井市 担当部局

自然環境整備交付金等について

国定公園及び長距離自然歩道において、施設の老朽化が著しく財政負担
が年々増加していることから、適正な保護と利用の増進を図るため、補
助率をかさ上げし、必要な財源を確保すること。

国指定史跡等に復元した建物の改修について

国指定史跡等に復元した建物の改修工事は、国庫補助の対象とするこ
と。また県は国庫補助の有無にかかわらず、補助金等の支援策を講じる
こと。

福井を学ぶ体験旅行推進事業費補助金の継続について

新幹線開業効果を持続させるべく、合宿にかかる県費補助について、特
別加算を含めた財源措置を継続すること。

厚生労働省
こども未来部
　こども政策課

福祉健康部
　健康管理センター

こども未来部
　こども家庭セン
ター

■子育て福祉に関すること

交流文化部
　観光政策課

商工労働部
観光文化スポーツ局
　観光振興課

エネルギー環境部
　自然環境課

環境省

商工労働部
観光文化スポーツ局
　観光振興課

健康福祉部
　こども未来課

厚生労働省

福祉健康部
　健康管理センター

こども未来部
　こども政策課

こども家庭庁
こども未来部
　こども政策課

要望内容

■観光振興に関すること

■保健・衛生に関すること
要望内容

商工労働部
観光文化スポーツ局
　文化振興課
　一乗谷朝倉氏遺跡
事務所

厚生労働省

教育庁
 生涯学習・文化財
課

文化庁

■介護に関すること

要望内容

健康福祉部
　長寿福祉課

厚生労働省

福祉健康部
　介護保険課

観光・商工

新
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要望 要望先 福井市 担当部局

海岸漂着物等地域対策推進事業補助金について

海岸漂着物等地域対策推進事業補助金が年度途中で枯渇することがない
よう、十分な財源を確保すること。

間伐の推進及び間伐材の安定供給に必要な森林整備について

森林の有する多面的機能を発揮させるため、必要な森林整備に対する安
定的な財政措置を維持すること。

森林・山村地域活性化振興対策交付金について

森林・山村地域活性化振興対策交付金の安定的な財源を確保すること。

要望 要望先 福井市 担当部局

鳥獣被害防止総合対策交付金（ソフト）について

有害鳥獣の捕獲の強化を図るため、捕獲機材の整備等に対する補助金額
上限額を引き上げ、必要な予算を確保すること。

有害獣処理について

捕獲獣の種別で定めた１頭当りの上限単価を引き上げること。
捕獲有害獣への支援のうちイノシシについても、シカと同様に国からの
支援を確保し、市の負担軽減を図ること。

要望 要望先 福井市 担当部局

農業農村整備事業について

農業従事者の高齢化・後継者問題、産地間競争の激化など農業経営が厳
しくなる中、本市農業の発展と農業基盤施設の永続的な維持管理のた
め、農業農村整備事業に係る地元負担軽減措置をすること。

多面的機能支払交付金事業について

多面的機能支払交付金は、農業農村地域が有する多面的機能発揮のため
に重要な財源となっているため、要求額に対して継続的に必要な財源を
確保すること。

地籍調査事業について

地籍調査負担金の対象範囲は重点５分野（防災対策等）に該当する地籍
調査に限定され、社会資本整備総合交付金の対象範囲は基幹事業の「関
連事業」として調査を行うことを条件としているが、現行の要件では新
規地区への地籍調査着手のハードルが高く、第７次十箇年計画の数値目
標を達成することが困難であるため、地域の実情に沿った地籍調査を実
施するためにも、重点５分野等に該当しない地籍調査についても、十分
な財源の確保及び配分を行うこと。

農林水産部
　農村振興課

農林水産省

農林水産部
　農村整備課

エネルギー環境部
　循環社会推進課

農林水産部
　林業水産課
　農村整備課

要望内容

■林業・水産業に関すること

農林水産省
農林水産部
  林業水産課

農林水産部
　農地整備課

農林水産省

農林水産部
　農村整備課

農林水産部
　森づくり課

農林水産省

農林水産部
  林業水産課

■有害鳥獣に関すること
要望内容

農林水産部
　農村整備課

農林水産部
　農村振興課

国土交通省

農林水産部
 中山間農業・畜産
課鳥獣害対策室

農林水産省

農林水産省
農林水産部
　林業水産課
　有害鳥獣対策室

農林水産部
　林業水産課
　有害鳥獣対策室

■農村基盤に関すること
要望内容

農林水産業
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要望 要望先 福井市 担当部局

水利施設等保全高度化事業について（県営）桝谷第２地区

農業用水の安定的な供給や老朽化した農業水利施設等の保全管理と長寿
命化を図るため、継続して財政支援すること。

農村地域防災減災事業について（県営）
大安寺地区(第一･第二)、主計地区、文殊南部地区、滝波地区、
古川排水地区、神田谷地区、布施田排水地区

農業農村地域における防災減災対策を推進し持続的な発展を図るため、
排水機場などの基幹水利施設の機能強化に対して、継続して財政支援す
ること。
農業水路等長寿命化・防災減災事業について（団体営）
坂下地区、御瀬池地区、敷谷ため池地区
ため池の決壊による災害の未然防止を図るため、老朽化した防災重点農
業用ため池の改修工事および廃止工事に対して、十分な財政支援するこ
と。

農村整備事業について（県営）福井東部地区

農作物の輸送時の荷傷み防止や通行の安全性及び利便性の確保を図るた
め、農免道路の舗装改修に対して、継続して財政支援すること。

農業競争力強化農地整備事業について（県営）
清水山１期・２期地区、片山地区、甑谷地区、杉谷地区

将来の農業を担う生産者の効率的かつ安定的な経営を図るため、農地の
利用集積促進と生産基盤整備の一体的な実施に対して、継続して財政支
援すること。

要望 要望先 福井市 担当部局

都市計画道路　福井縦貫線の整備について

４車線化による安定的な物流の確保及び交通渋滞の緩和を図るため、道
路整備に必要な予算配分をすること。

都市計画道路　丸山上北野線の整備について

安全・安心な通学路の確保や交通の円滑化を図るため、道路整備に必要
な予算配分をすること。

都市計画道路　高木灯明寺線の整備について

新駅周辺における歩行者等の交通の安全性及び利便性の確保を図るた
め、新駅の整備に合わせて踏切道の改良等道路整備に必要な予算配分を
すること。

一般県道　清水麻生津線〔新日野川橋（仮称）〕の整備について（巻末
資料（２）①）

観光振興、地域経済の発展、福井市街地とテクノパーク企業等との物流
の円滑化及び地域間交流・連携の強化を図るため、整備事業の推進を図
ること。

主要地方道 福井四ヶ浦線の改良・防災について（巻末資料（２）②）

幅員狭小・線形不良区間の改良及び土砂崩れや落石に対する道路防災対
策による安全で安心な道路環境の確保のため、整備事業の推進を図るこ
と。

一般県道 京善原目線の整備について（巻末資料（２）③）

中部縦貫自動車道開通に伴う交通量増加に対応する安全で安心な道路環
境の確保のため、道路拡幅及び歩道整備の推進を図ること。

一般県道　東郷麻生津線の整備について（巻末資料（２）④）

幅員狭小を解消し、幹線道路としての安全で円滑な交通の確保のため、
整備事業の推進を図ること。

一般県道 上一光大丹生線の防災・改良について（巻末資料（２）⑤）

土砂崩れや落石に対する道路防災対策や幅員狭小を解消し、安全で安心
な道路環境の確保のため、改良事業の推進を図ること。

農林水産部
　農地整備課

農林水産省

農林水産部
　農村整備課

農林水産部
　農村整備課

土木部
　道路建設課
　道路保全課

国土交通省

■道路に関すること
要望内容

土木部
　都市計画課

国土交通省

都市政策部
　都市計画課

農林水産部
　農地整備課

農林水産省

土木部
　都市計画課

国土交通省

土木部
　道路建設課

国土交通省

建設部
　道路課

土木部
　道路建設課

国土交通省

都市政策部
　都市計画課

土木部
　道路建設課

建設部
　道路課

建設部
　道路課

土木部
　道路建設課

土木部
　道路保全課
　道路建設課

建設部
　道路課

■農村基盤に関すること　【巻末資料（１）参照】

要望内容

農林水産部
　農地整備課

農林水産省

農林水産部
　農村整備課

都市政策部
　都市計画課

農林水産部
  農地整備課

農林水産省

農林水産部
　農村整備課

建設部
　道路課

農林水産部
　農村整備課

農林水産部
　農地整備課

農林水産省

建設・生活インフラ

新
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要望 要望先 福井市 担当部局

主要地方道　福井加賀線の歩道整備について（巻末資料（２）⑥）

安全で安心な道路環境の確保のため、道路拡幅及び歩道整備の予算配分
及び整備推進を図ること。

主要地方道　福井今立線［稲津橋］の架け替えについて（巻末資料
（２）⑦）

安全で円滑な道路環境の確保のため、橋梁の架け替えに向けた検討を進
めること。

一般国道４７６号の防災・改良について（巻末資料（２）⑧）

土砂崩れや落石に対する道路防災対策や幅員狭小・線形不良区間の解消
のための予算配分及び整備推進を図ること。

「国土強靱化実施中期計画」による道路整備の推進について

自然災害時に重要インフラが確実に機能維持できるよう、防災・減災、
国土強 靭靱化対策に必要な予算を確保すること。

[中部縦貫自動車道の整備促進]
中部縦貫自動車道大野油坂道路の予算確保と早期完成・開通について
（巻末資料（２）⑨）

令和１１年春に予定される大野油坂道路の全線開通を一日も早く実現す
るとともに、これに必要な予算について、補正予算を含めて確実に措置
すること。

一般国道１５８号〔境寺～計石バイパス〕の整備について（巻末資料
（２）⑩）

交通渋滞や交通事故の解消、地域間交流・連携の強化及び冬期間の安全
な交通の確保のため、バイパス整備の予算配分及び整備推進を図るこ
と。

一般県道 福井森田丸岡線の整備について（巻末資料（２）⑪）

新九頭竜橋の開通効果を最大限に発現させるため、福井港丸岡インター
連絡道路に接続するまでの残りの区間における予算配分及び整備推進を
図ること。

一般国道３０５号の改良・防災について（巻末資料（２）⑫）

幅員狭小・線形不良区間の解消や、土砂崩れや落石に対する道路防災対
策による安全な道路環境の確保のため、改良事業の予算配分及び整備推
進を図ること。

一般県道 東郷福井線の歩道整備について（巻末資料（２）⑬）

安全で安心な道路環境の確保のため、道路拡幅及び歩道整備の予算配分
及び整備推進を図ること。

主要地方道篠尾勝山線の整備について（巻末資料（２）⑭）

中部縦貫自動車道永平寺大野道路の全面開通に伴う地域産業の振興や、
魅力的な歴史観光ルートの形成及び災害時の孤立防止のため、本路線の
未改良区間や交通不能区間の解消に向けた整備ルートの検討や整備を早
期に行うこと。

市道の歩道整備（バリアフリー化）について（巻末資料（２）⑮）

段差解消等による安全で快適な歩行者空間の形成のため、バリアフリー
化事業の予算配分をすること。

市道　川西国道線の整備について（巻末資料（２）⑯）

道路整備による福井市北部における東西交通の円滑化や歩道設置による
児童生徒の通学の安全確保のための予算配分をすること。

建設部
　道路課

■道路に関すること

土木部
　道路建設課
　道路保全課

国土交通省

土木部
　道路保全課
  道路建設課

建設部
　道路課

土木部
　道路建設課

土木部
　道路建設課

国土交通省

建設部
　道路課

建設部
　道路課

土木部
　道路建設課

国土交通省

土木部
　道路建設課

国土交通省

建設部
　道路課

建設部
　道路課

土木部
　高規格道路課

国土交通省

建設部
　道路課

土木部
　道路建設課

国土交通省

建設部
　道路課

要望内容

建設部
　道路課

土木部
　道路保全課
  道路建設課

建設部
　道路課

国土交通省

土木部
　道路建設課

建設部
　道路課

土木部
　道路建設課

国土交通省

建設部
　道路課
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要望 要望先 福井市 担当部局

市道　東部１－３３９号線の整備について（巻末資料（２）⑰）

福井市中心部と北陸自動車道や中部縦貫自動車道を連絡する緊急輸送道
路にも位置付けられている本路線の整備に予算配分をすること。

[消雪関係]
県道の消雪設備の整備について（巻末資料（２）⑱）

県道の冬期間の安全な交通の確保及び経済活動と市民生活の安定のた
め、消雪設備整備の推進を図ること。
（一般県道吉野福井線、一般県道大畑松岡線、主要地方道福井今立線、
一般県道本郷福井線、国道416号、一般県道福井停車場勝見線、主要地方
道福井四ヶ浦線）

市道の消雪設備の整備について（巻末資料（２）⑲）

冬期間における安全な通行の確保や安全・安心な市民生活と経済活動の
ため、市道（最重点除雪路線）の消雪設備整備に必要な予算配分をする
こと。

除雪機械購入について

持続可能な除雪体制の確立を図るため、計画的に大型・小型除雪機械を
購入できるような予算配分をすること。

[道路メンテナンス関係]
橋梁の長寿命化について（巻末資料（２）⑳）

橋梁や横断歩道橋、門型標識等の道路施設の安全性・信頼性の確保のた
め、福井市橋梁長寿命化修繕計画等の個別施設計画に基づく補修等に必
要な予算配分をすること。

要望 要望先 福井市 担当部局

[直轄河川改修事業〔九頭竜川水系〕]　九頭竜川
九頭竜川・日野川フェニックス堤防整備事業について
灯明寺地区、北野下地区、郡町地区

堤防断面が不足している堤防の強化を図るため、必要な予算配分と整備
推進を図ること。

[直轄河川改修事業〔九頭竜川水系〕]　日野川
日野川水防災・湿地創出事業について 久喜津地区、朝宮地区
九頭竜川・日野川フェニックス堤防整備事業について
恐神地区、西下野地区、片粕地区

流下能力不足の大幅な改善と、多様な生物を育む豊かな河川環境の創出
も考慮した河道掘削の推進を図るとともに、堤防断面が不足している堤
防の強化を図るため必要な予算配分と整備推進を図ること。

九頭竜川上流ダム再生事業について

九頭竜川上流において、既存ダムの有効活用による洪水調節を行うため
の必要な予算措置をすること。

大規模特定河川事業について（七瀬川）【県施工】

流下能力が不足している一級河川について、事業が長期化し度重なる浸
水被害が発生していることから、大規模特定河川事業の予算配分及び整
備推進を図ること。

広域河川改修事業について（江端川、荒川、底喰川）【県施工】

流下能力が不足している一級河川について、事業が長期化し度重なる浸
水被害が発生していることから、広域河川改修事業の予算配分及び整備
推進を図ること。

河川メンテナンス事業について（狐川、荒川）【県施工】

排水機場の機能を確保するため、長寿命化計画に基づき実施するポンプ
設備等の更新の予算配分及び整備推進を図ること。

国土交通省
建設部
　河川課

土木部
　道路保全課

国土交通省

建設部
　道路課

建設部
　河川課

土木部
　道路建設課

国土交通省

建設部
　道路課

■道路に関すること

■河川、砂防、海岸、港湾に関すること　【巻末資料（３）参照】

土木部
　道路建設課

国土交通省

建設部
　道路課

国土交通省

土木部
　河川課

国土交通省

国土交通省
建設部
　河川課

建設部
　河川課

土木部
　道路建設課

国土交通省

建設部
　道路課

要望内容

土木部
　河川課

国土交通省

建設部
　河川課

土木部
　河川課

国土交通省

建設部
　河川課

要望内容

土木部
　道路建設課

国土交通省

建設部
　道路課
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要望 要望先 福井市 担当部局

総合流域防災事業について　(七瀬川、志津川)【県施工】

流下能力が不足している一級河川について、事業が長期化し度重なる浸
水被害が発生していることから、総合流域防災事業の予算配分及び整備
推進を図ること。

[砂防事業等]通常砂防事業について
           （大谷川支川、高橋川支川、田ノ谷川）【県施工】

砂防河川における集中豪雨等による土砂災害を防止するため、砂防堰堤
等の施設整備工事の予算配分及び整備推進を図ること。

急傾斜地崩壊対策事業について
（甑谷第1、清水山(上)第２、境寺、坪谷、成願寺、下天下）【県施工】

住宅に面した山林の崩壊を防止するため、擁壁工等の対策工事の予算配
分及び整備推進を図ること。

砂防メンテナンス事業について（菅生）【県施工】

砂防関係施設の老朽化対策を計画的に実施するための予算配分及び整備
推進を図ること。

[海岸・港湾事業等] 福井港の北防砂堤延伸について【県施工】

航路への土砂流入の抑制を図るため、福井港の北防砂堤延伸の予算配分
及び整備推進を図ること。

福井港の航路浚渫について【県施工】

福井港における船舶の安全航行のため、継続した航路浚渫の実施のため
の予算配分をすること。

海岸メンテナンス事業について（浜住海岸）

海岸浸食の防護機能を回復し、地域の安全性の向上を図るため、機能低
下した離岸堤の補修および洗堀防止対策を実施するための予算配分をす
ること。

（県単）海岸維持修繕事業について（浜住海岸）

破損した離岸堤の復旧及び人工リーフ整備を実施したが、今後も冬季の
強い風浪により、砂浜が侵食されるおそれがあることから、継続した養
浜等の実施のための予算配分をすること。

要望 要望先 福井市 担当部局

長寿命化計画に基づく市内公園施設の更新について（長寿命化計画に基
づく施設更新）

安全で安心な施設を確保するため、長寿命化計画に基づく施設更新に必
要な予算措置をすること。

足羽山公園等の再整備について（公園施設の更新）

市民の憩いや健康増進の場であり、観光資源でもある足羽山公園を安全・安
心に利用できるよう、再整備に対する必要な予算措置を継続すること。

建設部
　河川課

土木部
　砂防防災課

国土交通省

■河川、砂防、海岸、港湾に関すること　【巻末資料（３）参照】

土木部
　河川課

国土交通省

建設部
　河川課

土木部
　砂防防災課

建設部
　河川課

土木部
　砂防防災課

国土交通省

建設部
　河川課

土木部
　砂防防災課

国土交通省

建設部
　河川課

土木部
　港湾空港課

国土交通省

建設部
　河川課

土木部
　港湾空港課

国土交通省

建設部
　河川課

■公園に関すること
要望内容

土木部
　都市計画課

国土交通省

建設部
　足羽山公園事務所

土木部
　都市計画課

国土交通省

建設部
　公園課

要望内容

建設部
　河川課

土木部
　砂防防災課

国土交通省
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要望 要望先 福井市 担当部局

市営住宅の安全確保や住環境改善のための事業について

市営住宅の除却等による安全確保や快適な住環境への改善を図るため、
継続して必要な予算措置をすること。

空き家対策における財産管理制度の活用について

空家等対策の推進に関する特別措置法に基づき市長が民法の財産管理人
の選任請求をする際の法務的手続費用について、必要な予算措置をする
こと。

所有者不明老朽空き家除却事業について

所有者不明等によりやむを得ず市が実施する老朽空き家除却事業におけ
る県費補助について、補助限度額を廃止すること。

地域優良賃貸住宅家賃低廉化事業について

地域優良賃貸住宅家賃低廉化事業を実施するうえでの家賃低廉化にかか
る県費補助について、新たな予算措置をすること。
社会資本整備総合交付金の必要額の配分について、継続した必要な予算
措置をすること。

一戸建て木造住宅の耐震化について

一戸建て木造住宅の耐震診断や耐震改修に関する補助事業に加え、耐震
性のない住宅の除却に対する補助事業についても、重点的な支援を行う
ため、継続した必要な予算措置をすること。

耐震診断義務付け対象建築物の耐震診断補助について

耐震改修促進法に基づく耐震診断義務付け対象建築物の耐震診断につい
て、重点的な支援を行うため、必要な財源措置をすること。

要望 要望内容 要望先 福井市 担当部局

GIGAスクール構想において整備したタブレット端末の更新について

「GIGAスクール構想」において整備したタブレット端末の更新につい
て、国の責任において必要な財政措置を講じること。

要望 要望先 福井市 担当部局

中学校の生徒の健康診断における血糖検査の制度化について

中学校の生徒の健康診断における血糖検査の制度化と実施にかかる経費
に対する支援をすること。

■児童生徒に関すること
要望内容

教育庁
　保健体育課

文部科学省

教育委員会事務局
　学校教育課

土木部
　建築住宅課

国土交通省

建設部
　市営住宅課

■教育環境に関すること

文部科学省
教育委員会事務局
　学校教育課

土木部
　建築住宅課

国土交通省

建設部
　住宅政策課

土木部
　建築住宅課

建設部
　住宅政策課

土木部
　建築住宅課

国土交通省

建設部
　建築指導課

土木部
　建築住宅課

国土交通省

建設部
　建築指導課

土木部
　建築住宅課

建設部
　住宅政策課

■住宅に関すること

要望内容

教育

新

新
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（凡例）

Ｒ９年度 新規要望地区

Ｒ９年度 継続地区

農業水路等長寿命化・防災減災事業（団体営） 御瀬池地区

農業水路等長寿命化・防災減災事業（団体営） 山内谷１０地区

農村地域防災減災事業 滝波地区

農業集落排水事業 風巻地区

農業競争力強化農地整備事業 片山地区

農業水路等長寿命化・防災減災事業（団体営） 田尻栃谷３地区

農業競争力強化農地整備事業 杉谷地区

農村地域防災減災事業 神田谷地区

農業水路等長寿命化・防災減災事業（団体営） 小谷地区

農村地域防災減災事業 大安寺地区（第一）

農村地域防災減災事業 大安寺地区（第二）

農業水路等長寿命化・防災減災事業（団体営） 敷谷ため池地区

農村地域防災減災事業 布施田排水地区

農業水路等長寿命化・防災減災事業（団体営） 坂下地区

農業集落排水事業 重立地区

農村地域防災減災事業 古川排水地区

水利施設等保全高度化事業 足羽酒生地区

農村地域防災減災事業 文殊南部地区
農村整備事業 福井東部地区

農村地域防災減災事業 福井東部（橋梁）地区

農業競争力強化農地整備事業 清水山地区（２期）

農業競争力強化農地整備事業 清水山地区（１期）

農業競争力強化農地整備事業 甑谷地区

農村地域防災減災事業 主計地区

令和９年度 土地改良事業・農業集落排水事業 箇所図 資料（１）



資料（２）



令和9年度

福 井 市 河 川 関 係 箇 所 図

改修済区間

R9年度要望箇所

R10年度以降

未改修区間

浸水常襲区域

ポンプ

内水対策
芳野川

堤防拡築（拡幅）
【北野下地区】九頭竜川

継

継

大規模特定河川事業
総合流域防災事業

七瀬川

事業引継
馬渡川

継

広域河川改修事業
荒川

継

河川メンテナンス事業
荒川

継

湿地創出にも資する河道掘削
【久喜津地区】日野川

堤防築堤（拡築）
【片粕地区】日野川

継

継

堤防築堤（拡築）
【恐神地区】 【西下野地区】 日野川

継

通常砂防事業
大谷川支川

（奥出川、杉谷川）

継

砂防メンテナンス事業
菅生地区

継

海岸メンテナンス事業
（県単）海岸維持修繕事業

浜住海岸

継

北防砂堤
延伸事業

継

航路浚渫
福井港

継

P

P

P

P

九頭竜川上流
ダム再生事業

継

継

継
広域河川改修事業

底喰川
継

凡 例

直轄事業
補助事業

河川

補助事業
砂防・

急傾斜・海岸
その他

湿地創出にも資する河道掘削
【朝宮地区】日野川

継

P

急傾斜地崩壊対策事業
甑谷第１地区

継

急傾斜地崩壊対策事業
清水山（上）第２地区

継

P

急傾斜地崩壊対策事業
坪谷地区

継

急傾斜地崩壊対策事業
境寺地区

継

河川メンテナンス事業
狐川

継

事業要望
狐川

継

資料（３）

事業要望
大森川

継

広域河川改修事業
江端川

継

総合流域防災事業
志津川

継

継

継

通常砂防事業
高橋川支川

（生野町三の谷川、四の谷川）

継

急傾斜地崩壊対策事業
下天下地区

新

急傾斜地崩壊対策事業
成願寺地区

新

通常砂防事業
田ノ谷川

新

事業要望
八ヶ川・北川

新

堤防拡築（拡幅）
【灯明寺・郡町地区】九頭竜川

継

足羽川ダム建設事業継


